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１章 緒論 
1.1 生産管理問題のシステム化の現状 
 製造業の生産管理問題に計算機システム（以下，単にシステムともいう）の適用が
開始されてから，約 50年が経過する 1)，2)．日本の金属素材産業はその先駆けであり，
また，その中でも鉄鋼業は早くから先進的な取り組みをおこなってきた．1960年代の
システム活用開始当初は，文字通りの管理業務がシステム化の対象であった．即ち，
ユーザが鋼材に求める要求仕様や生産現場で発生する半製品情報，更には生産順序を
大型計算機上に記録し，生産管理現場に設置されたキャラクター端末を用いてその情
報を確認，検索，整理する管理業務がシステム化された．いわば，人間の定型作業の
代替が可能となったと言える．その後，1980年代からパソコン，ワークステーション
の普及により，個別業務に対して独立した計算機の導入が可能となった．しかもその
性能は，従来に比べて高速，大容量なものであった．その結果，生産計画問題，品質
設計問題，操業支援問題等の，人間の高度な能力，例えば，判断能力，専門知識，ノ
ウハウを必要とする問題を対象とするシステムが構築されはじめた．その後，更に計
算能力が向上し，また，ネットワーク技術やヒューマンインタフェース技術の飛躍的
進歩にともない，対象となる生産管理問題の規模も拡大し，多工程の全体最適化を目
指した生産計画問題，あるいは鉄鋼生産の全工程における製造条件を決定する品質設
計問題へも拡張 3)，4)されていった． 
しかし，21世紀に入り十数年が経過した現在でも，生産管理問題には多数の人間の
担当者，特に，熟練者が従事している．その例証のひとつとして，団塊の世代の大量
定年退職が始まった 2007年問題における，日本の鉄鋼業の対応を挙げる事ができる．
多くの業務における熟練作業者の技能・技術継承が経営課題として取り上げられたが，
生産管理問題 5)もその例外ではなかった．生産管理問題の自動化を目的としたシステ
ムは導入されたが，人間の熟練者が果たしている重要な機能においてはシステムの代
替が効かず，人間依存が継続していた事を示している． 
 
1.2 人間依存の要因…変動への対応機能の必要性… 
 本論文では，生産管理問題において，人間が果たしている重要な機能の中の最大の要素
は，対象問題に発生する“変動”への対応機能であると考える．例えば，ある工程のスケ
ジューリング問題を最適化問題と考えれば，式（1.1）のように記述する事ができる．x は取
りうるスケジュール，g(x)はその評価関数であり，通常，生産性，コスト，納期達成度合
などから構成される．このような問題を例として考える．  
1工程において，100個程度の製品の最適な生産順序を決定するスケジューリング問
題であれば，実用的な短い計算時間の中で，評価関数の点では人間が導出できる解を
上回る事ができるアルゴリズムが多様に存在し，そして，実際にもシステム化に利用
 2 
されている．しかし，そのように，システムの人間に対する優位性が明らかと考えら
れる問題であっても，生産現場では，依然として人間の熟練者が問題を解いている場
合が多い．その理由として挙げられるのが，“変動への対応機能” である．同じ工程
で，全く同じ製品群がスケジュール対象であっても，自工程，及び前後工程が置かれ
ている“状況”に応じて，実行可能解 S の領域や評価関数 g(x)が，変化する．人間の
作業担当者はそのような変動に適切に対応して解を導出している．例えば，スケジュ
ーリング作成問題の場合，人間の担当者は，立案当日の自工程の生産性，歩留まり，
品質を考慮する．更には，前後工程の同様の項目や，中間在庫の状況にも配慮し，自
工程に望まれる評価関数や制約条件を修正した上でスケジューリング問題を解いてい
る．より具体的に言えば，前工程での製造が遅れそうな製品があれば，自工程のスケ
ジュール内での配置を後方に移動する．また，後工程の生産性が低いため，自工程の
出側における中間在庫が膨らんでいる場合は，敢えて，生産性への重みを低くし，品
質やコストを重視するスケジュールを立案する．そのような変動への臨機応変な対応
機能の実現は，システムでは容易ではない． 
 
 
  x∈S⊆X                         (1.1) 
S：実行可能解の領域，X：x の全体空間 
 
1.3 既存研究における変動対応方法の議論 
 数理計画法，最適化理論の分野における研究では，式(1.1)の形で定式化された問題
を，高速に，厳密に解くアルゴリズムが話題の中心である．変動への対応が必要とな
る問題に関する議論 6)は多くないが，その中の有力な手法には，リアクティブスケジ
ューリング 7)がある．リアクティブスケジューリングでは，問題の制約条件，評価指
標に変化が発生し，その情報が明確に与えられる事を前提とし，既に作成されていた
スケジュールをその変動に対応させて迅速に修正する手法が議論されている．既存ス
ケジュール結果を新たな制約条件，評価指標に基づいて全面的に計算し直すのではな
く，部分的に修正する事が基本となっている．例えば，IF 条件部に問題に発生した変
化を，THEN 実行部には既存スケジュールの修正方法を持つルールベースに基づく修
正を行う手法や，そのルールの獲得方法が議論されている．従って，既存スケジュー
ルを全面的に見直す必要が生じる大規模な変化に対するリアクティブスケジューリン
グの方法は，今後の課題と考えられる． 
 また，生産管理問題とは異なる分野であるが，制御理論にはパラメータが変動する
系に対する適応制御や，信号に加わる雑音に対応するロバスト制御の概念はある．し
かし，そこでも，問題の構造，次数が変動する，あるいは評価関数の構成要素の重み
Minimize g(x)
 3 
の正負が逆転するような，大規模な変動に対応する方法の議論は，制御理論にも見当
たらない． 
 このように，既存のシステム化理論の中では，大規模な変動に対応する方法の議論
は活発に行われているとは言えない．その理由としては，“変動”を対象にすると，一
般性や抽象性を維持した議論展開が容易でなくなり，理論的な分析の対象からはずれ
る事が，主要因と考えられる．その結果，変動を内包する問題に対するアプローチは，
そのような変動が生じないように，生産管理問題の対象となるプロセスを計測，制御，
予測する技術，更にはモデル化する技術を深化させる方法論が主流である．即ち，変
動を含まないモデルに落とし込み，それを解くというアプローチで議論がおこなわれ
てきた． 
 しかし，生産管理問題の対象となっている，製造業の生産ラインにおいては，現実
問題として，日々，あるいは時々刻々変動が発生している．それら変動を全て解消す
る計測制御技術，モデリング技術がコスト的に有効な範囲で開発できるかは，大いに
疑わしい．また，2 章でその詳細を議論するが，生産管理問題における変動への柔軟
な対応こそが，日本の製造業，特に金属素材産業における本質と言える程重要な要素
であり，その方法論は重要である． 
 
1.4 本論文の構成 
 本論文では，日本の金属素材産業における生産管理問題に対象を限定し，自動化シ
ステム，支援システムにおける変動対応技術の研究について報告する．対象を狭く限
定することで，変動の発生や，変動の影響伝播において存在する共通性を考察する．
その共通性を土台として，変動対応という，いわば，“例外処理”において共有できる
理論基盤の導出を試みる．2 章で詳細を述べるが，発生する変動に対し，形式による
分類，変動の観測・予測可能性による分類をおこない，その対応するシステム化技術
の分類も試みる． 
 本論文の構成は以下の通りである．2 章では，まず，金属素材産業における生産管
理問題の特徴について説明を行う．その主要構成要素である，品質設計，生産計画・
スケジューリング，操業アクション決定，の四種類の問題を定義し，その上で金属素
材産業における生産管理問題の特徴を抽出する．ここでは，変動を分類し，その種類
別の対応方法，用いるべき技術も検討する．更に，各問題における変動の発生要因を
考察する．“変動対応”というと消極的，受動的というイメージがあるが，日本の金属
素材産業では，積極的に変動対応することが競争力の根源となっている事を示す．換
言すれば，変動に対応できる事が日本の製造業の本質と言える．2 章で示す金属素材
産業における生産管理問題の特徴や，問題に発生する変動の分類をふまえ，3～7 章で
は，個々のシステム開発例を述べる．3章では厚鋼板の品質設計問題，4 章では超電導
線の品質設計問題．5 章では原料船の計画問題，6 章では連続焼鈍設備のスケジューリ
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ング問題，7 章では成分調整のアクション決定問題における，変動対応のためのシス
テム化の具体例を示す．そして，8 章で変動対応方法についての考察を行う． 
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2 章 金属素材産業の生産管理問題とその変動 
2.1 生産管理問題の用語定義 
 JIS の定義によれば，生産管理とは，「財・サービスの生産に関する管理活動」であり，
「1.具体的には所定の品質(Quality)，原価(Cost)，数量，及び納期(Delivery，Due date)で生
産するため，又は，Q・C・D に関する最適化を図るため，人，物，金，情報を駆使して
需要予測，生産計画，生産実施，生産統制を行う手続き及びその活動．2.狭義には，生産
工程における生産統制を意味し，工程管理ともいう」とある．金属素材産業の生産管理問
題も概ねこの枠内にあるが，基本的には受注に基づいて生産する体制を用いるため，上記
のうち，需要予測は重要な要素とはならない．また，次節で述べるが，受注後に製造方法
の詳細を決定するという特徴を持つ． 
 本分野においては，各種文献では多くの独自用語が用いられ，特に，会社間で用語の意
味が微妙に異なる．そのため，まず，本論文で取り上げる生産管理問題を定義し，その概
要を示す．  
 
2.2 製鉄所の入出力 
 金属素材産業の実態として，鋼材生産量が五百万 t/年の一貫製鉄所を仮想的に考え，
その入出力を図 2.1 に示す．なお，アルミ，銅，チタンなどの金属産業もほぼ同様の工
程から構成されるが，鉄鋼業における高炉のように，鉱物資源（例：アルミニウムの
場合はボーキサイト）から金属精錬を行う生産現場は日本にはない．全て地金を輸入
しそれを溶解鋳造する工程から始まる事以外は，大枠において鉄鋼業と違いはない． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.1 製鉄所の入出力 
 
 製鉄所への入力を情報と物質に分けて考える．まず，情報としては，受注情報，即
ち要求仕様情報であり，その数は，数千～数万件/年に上る．一件の要求仕様書には約
○受注（要求仕様）数千～万件/年
○原料 1000万ｔ/年超
鋼材500万ｔ/年
+
路盤材、セメント材料等
入力 出力
要求仕様
・規格
・成分制約
・機械特性
・内部欠陥
・表面疵
・梱包
・納期
（約 千項目）
高炉 転炉 連鋳 熱延 冷延 焼鈍
一貫製鉄所
原料
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千項目が記入される．サイズ，重量，形状，満たすべき機械特性や，梱包方法等も指
定されている．物質としては，鉄鉱石，鉄スクラップ，石炭等の主原料千数百万ｔと，
ユーザから要求される様々な機械特性を実現するために添加する，マンガン，クロム，
モリブデン等の副原料となる．製鉄所で生産される鉄鋼製品は多様で，成分の違いだ
けで千種類以上，形状，サイズの違いも含めるとその種類数は無限に近い．原材料は
製銑，製鋼，圧延，熱処理，等の工程を経て，要求仕様書に合致する鉄鋼製品に製造
される．また，それと共に，副産物であるセメント材料，路盤材なども製造される．
なお，以後の理解を容易にするため，各工程で行われる処理内容を，表 2.1 に簡潔に
示す． 
 
表 2.1 鉄鋼生産における主な工程と処理内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 鉄鋼業の生産管理問題は，入力を出力に変換するために各工程で実施する処理方法
（How）と各工程で処理をする時期と順序（When）を決定する問題であると言える．
製銑工程までは全く同じ原料（＝溶銑）から，数千種類，数万種類に及ぶ異なる要求
仕様を満足する製品を作る方法を決定するには，膨大な情報処理が必要である事が容
易に想像できる．また，それら多様な製品を，ユーザからの納期要求を満足し，更に
は，コスト（燃費，人件費，等）を可能な限り抑えて製造する必要があるため，時期
と順序の決定問題には，多くの熟練作業者が従事しており，鉄鋼業において重要な位
置を占める．この，How と When を決定する問題を総称して生産管理問題と呼ぶ． 
 JIS の定義同様，金属素材産業の生産管理も多岐にわたるが，本稿では，その根幹を
なす，品質設計，生産計画，スケジューリング，操業アクション決定の各業務につい
て説明する． 
工程名 実施される処理内容と関連する設備
製銑工程
鉄と酸素の化合物である鉄鉱石を，高炉の高温環境下で石炭などにより還元し，溶銑を
製造するプロセス．
製鋼工程
溶銑に含まれる様々な不純物（例：珪素（Si），硫黄（S)，燐（P)，炭素（C)）を除去し，更
に，必要な元素（マンガン(Mn)，クロム(Cr)，モリブデン(Mo)，等）を添加した上で，所定の
中間製品の形状（スラブ，ブルーム，ビレット）に凝固させて切断するプロセス．なお，不純
物の除去を行う設備は予備処理設備，転炉であり，添加を行う設備は二次精錬設備，そ
して凝固切断する設備を鋳造設備と呼ぶ．
圧延工程
上記中間製品を，要求仕様を満足する形状，サイズに圧延するプロセス．1000℃以上に
熱して圧延する熱間圧延（熱延）と常温で圧延する冷間圧延（冷延）がある．
熱処理工程
圧延された鉄鋼製品を700～800℃に昇温し，さまざまな冷却処理を実施することで，機械
特性を制御するプロセス．連続的に熱処理を行う設備を連続焼鈍設備と呼ぶ．
めっき工程 防錆，外観向上のために，製品に，亜鉛，錫などのメッキを施すプロセス．
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2.3 金属素材産業の生産管理問題を構成する主要問題 
2.3.1 品質設計問題 
 本論文では，ユーザからの要求仕様を満足するように，各工程における製造条件を
決定する問題を品質設計問題と呼ぶ．なお，類似する用語に工程設計問題がある．こ
ちらは，各製品をつくる工程において利用可能な設備が複数ある場合に，どの設備を
利用するかを決定する問題であると，本論文では考える．なお，品質工程設計問題と
いった場合には，品質設計と工程設計を同時に行う問題とする． 
 金属素材産業の一つの特徴として，受注を受けてからその製造方法の詳細を決定す
るという特徴があげられる．一件の要求仕様は，JIS 等の公的規格，機械特性，内部欠
陥，サイズ，納期等の情報からなり，数百～数千の項目から構成される．また，それ
に基づき決定される製造条件は，鋼に含まれる各種元素の含有率（目標値，上下限値），
鋳造開始温度，圧延開始／終了温度，焼鈍温度パターン等の操業目標や，スラブ，コ
イル等の中間製品サイズや重量，更には製品検査方法等も含み，要求仕様と同水準の
項目数を持つ．図 2.2 に品質設計問題の例を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.2 品質設計問題の概要 
 
 全く同じ要求仕様が過去にあれば，その際に用いた製造条件を再利用できるが，そ
うでない場合には新たに設計する必要がある．特に，機械特性に新たな条件が付与さ
れた場合，全面的に設計内容を見直す必要が生じ，その技術的難度は高くなる．例え
ば，張力の上下限値が変更された場合，製鋼工程での成分，圧延工程での圧延開始，
終了温度，焼鈍工程での温度パターン等を，他の機械特性への影響，更にはコストも
 
○材質項目
・衝撃吸収エネルギー
：0℃で40J以上
○管理項目
・表面疵レベル :B
・内部疵レベル :2
・平坦度レベル :13
入力：要求仕様 出力：製造条件
○基本項目
規格 ：A51670TN
板厚 ：52～54mm
需要家：○○造船
品質設計 ？
？
○材質項目
・鋼種 :AA1234E
・圧延方法 :普通圧延
・熱処理 :焼ならし
○管理項目
・表面疵検査基準：A
・内部疵検査基準：1
・平坦度検査基準：10
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考慮しながら，同時に検討し直す必要がある．このように，品質設計問題を解くには，
高度な知識と熟練が必要と言える． 
 
2.3.2 生産計画問題 
 品質設計問題で決定した製造条件を守り，納期を満足するように，更にはコストを
最小化するように，各受注の各工程における処理日，処理順序を決定する必要がある．
生産計画とスケジューリングの意味は重なる部分もあるが，本論文では以下のように
区別する． 
 まず，生産計画問題であるが，月単位，あるいは旬（＝10日間）単位で，各工程に
おける，品種別の生産量を決定する問題とする．このとき，各工程の生産能力を考慮
した上で，受注の納期と，品質設計結果を満足するように，生産量を調整する必要が
ある．また，各種中間製品の在庫量，メンテナンスのための設備停止時間，作業要員
等の制約を満足する必要があり，発生するコスト等の最小化が目的関数となる．図 2.3
に生産計画問題の例を示す．この例では，十月第一旬～十一月第三旬までの六旬にわ
たりある工程における四種類の中間製品 A～D の生産量を決定している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.3 生産計画問題の出力の例 
 
 生産計画問題は，工程毎に解かれる問題であり，基本的には上工程の生産計画を決
定し，それを受けて下工程の生産計画が決定される．しかし，ボトルネックとなる工
程がある場合は，その工程の生産計画を最初に決定し，前後の工程の生産計画を決定
するという手法が用いられる場合もある． 
0
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2.3.3 スケジューリング問題 
 本論文では，生産計画の結果，所定の期間に生産予定となった中間製品の生産順序
を決定する問題をスケジューリング問題と考える．なお，スケジューリング問題も，
基本的には，工程毎に決定される問題である．例えば，製綱工程ではチャージ単位で
連鋳機での鋳造順序を，熱延工程ではスラブ単位での圧延順序を，熱処理工程ではコ
イル単位での連続焼鈍順序を決定する事になる．図 2.4 に製鋼工程での鋳造順スケジ
ューリング問題の例を示す．この例では，与えられたキャストを構成する各チャージ
の，連鋳機における鋳造順序，更には二次精錬設備，転炉における処理順序も決定し
ている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.4 鋳造順スケジューリング問題の例 
 
 なお，3 章以下の事例研究の理解を容易にするため，各工程での製造単位の説明を
表 2.2 に示す． 
 
表 2.2 各工程での単位の説明 
 
 
 
 
 
 
 
 
 一般的に，同じ属性値を持つ中間製品を連続処理すると，生産性，コスト等からな
る評価関数は改善される．しかし，鉄鋼生産だけではなく，ほぼ全ての金属素材産業
の各工程では評価関数に影響を与える属性が異なる．例えば，製綱工程では成分，圧
charge
Cast F-1
Cast E-1
Cast E-2
Cast F-2
time
連鋳
二次精錬
転炉
E1 E2
F2 F1
連鋳
二次精錬
転炉
単位の名前 意味
チャージ
製鋼工程の転炉，二次精錬設備において，溶鋼の成分を調整する際の単位をチャージと
呼ぶ．同じチャージでは表2.1の製鋼工程で示した元素の成分比率が同じとなる．日本の
一貫製鉄所では200～300ｔの重量である場合が多い．
スラブ
製鋼工程の鋳造設備において，溶鋼を凝固させて，直方体型に切断した物をスラブと呼
ぶ．通常，薄鋼板，厚鋼板等の板を作成するときに用いる．熱間圧延工程での処理単位
となる．10～20ｔ程度の重量である．
コイル
圧延された薄板をロール状に巻いた物をコイルと呼ぶ．冷間圧延工程，熱処理工程，メッ
キ工程での処理単位である．10～50ｔ程度の重量である．
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延工程ではサイズ，焼鈍工程では焼鈍温度が評価に大きな影響を与える．そのため，
各工程で常に処理順序の組みなおし問題，即ち，スケジューリング問題が発生する． 
 
2.3.4 操業アクション決定問題 
 品質設計問題で決定される製造条件は，各工程において達成すべき目標値であり，
その実現には当該工程の設備操作の詳細決定が，別途必要な場合がある．本論文では，
その決定を，操業アクション決定問題と呼ぶ事にする．2.3.1 項で示した品質設計問題
では，製鋼工程で調整する鋼の成分や，焼鈍工程で実施する焼鈍の温度条件を決定す
る．これに対して，操業アクション決定問題は，前者の実現のために二次精錬設備に
おける各種副原料投入量を，後者の実現のために焼鈍設備での設備内通板速度や炉温
設定を決定する問題となる．品質設計問題で同じ製造条件が設定されていても，当該
半製品の前工程までの状態や，当該設備の前後で処理される半製品の製造条件に応じ
て，決定される操業アクションは変化する．本項で用いた例では，二次精錬での副原
料の投入量は，転炉（あるいは，電炉）出鋼時の成分値，温度等によって調整が必要
であり，焼鈍設備での速度や炉温設定は，前後で通板されるコイルの焼鈍条件に考慮
することになる． 
 
2.4 生産管理問題の流れと問題間の影響 
 前節に示した四種類の問題は，通常，品質設計⇒生産計画⇒スケジューリング⇒操
業アクション決定，の順に実行される．最初に‘How’（＝目標値）を決定し，それに
基づき，‘When’を段階的に詳細化（いつ作るかを決定し，次にどの順序で作るかを決
定する）し，最後にもう一度‘How’（＝目標値の実現方法）を決定する，という流れ
となっている．便宜的に，実施される順序に沿って，品質設計問題側を生産管理にお
ける情報の流れの上流，操業アクション決定問題側を下流と呼ぶ事にする．また，金
属素材産業においては，製品の違いによる工程通過順序の違いはほとんどなく，フロ
ーショップ型の生産工程となる．その結果，全ての製品が共通の上工程から下工程へ
の一方向に流れるという特徴がある． 
 従って，各工程の各生産管理問題の関係は，図 2.5 のように示すことができる．各
問題間を接続する矢印の太さは，問題相互が影響を与える頻度，大きさを表している．
即ち，いずれの工程においても，生産管理の情報の流れの上流（品質設計）が変化し
た場合には，下流（生産計画⇒スケジューリング⇒操業アクション決定）の問題にも
大きな変動を与える事を示している．また，同じ種類の生産管理問題であっても，上
工程の問題，例えば，製鋼工程の生産計画が変化すれば，その下工程にあたる圧延工
程や熱処理工程の生産計画への影響は大きい事を示し，逆方向の影響は少ないことを
示している． 
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                  物の流れ       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.5 生産管理問題間の関係 
 
参考のため，物，あるいは情報の流れの逆方向に影響が発生する例を挙げておく． 
熱処理工程の設備がトラブルで停止した場合，即ち，生産計画が大きく変動した場
合には，中間製品のコイルが熱処理工程前のヤード容量を超える恐れが発生する．も
し，ヤードが破綻すると，圧延工程を強制的に停止する事となり，圧延工程の生産量
が決定的に低下し，いずれかのユーザの納期要求を満足できない事になる．このよう
な場合，圧延工程の生産計画を，低生産性材に切り替えることによりヤードの破綻を
防ぐという手段を用いる事がある．そして，予定していた高生産性材は，熱処理工程
のトラブルが回復した後に集中生産することで挽回を図る事になる． 
また，圧延工程の操業アクションにおいて，品質設計で設定された圧延終了時の温
度を守れなかったとする．そのままだと，当該中間製品から作る予定であった最終製
品に対するユーザからの品質要求を実現できない．このような場合には，その中間製
品から別の最終製品を作成する事を検討する．即ち，実績の圧延終了時の温度から得
られる品質により満足できる受注を探し，有ればその受注を当該中間製品から作成す
る事とする．また，そのような変更を実施した場合には，再度スケジューリングを実
施する場合もある．なお，ある中間製品からある受注を生産すると決定する事を，中
間製品と受注を‘紐つける’と表現し，その決定を取り消す事を‘紐を切る’と表現
する．そして，ある中間製品の紐を切って別の受注を紐つける事を，‘紐をつけ替える’
と表現する． 
このように，ある工程のある生産管理問題で，トラブルが発生すると，ユーザが要
求する品質，生産量を満足させるため，他の工程の同じ生産管理問題や，同じ工程の
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他の生産管理問題に変動を発生させてその収拾を図る．つまり，図 2.5 において直接
つながっている四方の問題に変動が派生する．もし，変動の派生先において変動収拾
ができない場合は，その問題から，二次的な変動が周囲の問題に派生する結果となる．
つまり，金属素材産業において各種の生産管理問題の何かで問題が発生すると，ユー
ザへの影響発生を回避するために，周囲の問題に変動を発生させて，その問題を吸収
するという体制がとられている． 
このように，ある業務に発生したトラブルを，他の業務がフォローしあう事により，
製鉄所全体の最適化を図っている事が，日本の鉄鋼業，あるいは金属素材産業の生産
管理の特徴であり，強味と考える事ができる．これらの問題をシステム化技術で解く，
あるいは人間の担当者の求解を支援するシステムを構築する場合も同様の考え方が必
要となり，変動への対応が本質的に重要な課題となる． 
 
2.5 発生する変動の定義とその例 
 議論を簡単にするため，式（1.1）で示した実行可能解の範囲に制約がある定式化の形
に代えて，制約違反を評価関数へのペナルティとして考える次式を用いる． 
 
  
        (2.1) 
 
 
 
 本研究でとりあげる，問題に発生する変動とは，式（2.1）における評価関数 f(x)の値
が変化する事，即ち，解 x の評価が変化する事と考える．その変動の具体的な例を図
2.6 に示す．なお，(a)～（e)はそれぞれ 3 章～7 章で詳述する各例題における評価関数の
変動に対応している．また，横軸は解 x であり，初期の評価関数における x0，変動後
の評価関数における xeはそれぞれの場合における最適解を示しており，評価関数 f(x)
の変動に伴い，選択すべき最適解が変化していることを示している．システムを構築
した時点と解を導出する時点，更には解を評価する時点で最適解が変化すると，シス
テムでは有効な解が導出できない事になる．そのような課題に対するアプローチ方法
を抽出する事が本論文の目的である．金属素材産業の生産管理問題において発生して
いる実際の例題を用いて議論することにより，その特徴を明らかにする．まず，評価
関数 f(x)の変動の類型化をおこない，次に，変動を明確化する手段の有無による分類
を試みる． 
 
Minimize f(x)
f(x) ＝g(x)＋M(x)
M(x) ＝
0 x∈X
Sufficiently big x∈X
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2.6 評価関数の変動範囲に基づく分類 
2.6.1 解領域 X の一部分において評価関数 f(x)が変化する変動 
(a)解のある区間において不明であった f(x)が明確化される変動  
 図 2.6(a)は，3 章に詳述する厚板品質設計問題における評価関数の変動を示す．この
問題では，システム開発の当初は評価関数が不明である区間が多数あり，時間と共に
それが明確化していくという特徴を持つ．これは，実際に品質設計結果（＝製造方法
を意味する）とその結果得られた鋼板の品質試験結果が蓄積されてくると，不明な区
間が推定可能となる事を示している．f(x)が不明な区間は解として用いる事はできない
ため，当初の評価関数では x0が選択されるが，変動後の評価関数がわかった後は xe
が選択される． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.6 評価関数 f(x)に発生する変動の分類 
x
f(x)
x1 x2 x1 x2
・初期の評価関数 ・変動後の評価関数
(a)厚鋼板の品質設計問題におけるf(x)の変動
区間[x1，x2]で不明であったf(x)の推定が可能となる
x0
xe
x
f(x)
x1 x2
・初期の評価関数 ・変動後の評価関数
(b)超電導線の品質設計問題におけるf(x)の変動
区間[x1，x2]でのf(x)が改善される
x1 x2x0
xe
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図 2.6 評価関数 f(x)に発生する変動の分類（続き） 
x
f(x)
・初期の評価関数 ・変動後の評価関数
(e)原料船配船計画問題におけるf(x)の変動
f(x)が大幅に変動する
x0 xe
xe
x
f(x)
x0
・初期の評価関数 ・変動後の評価関数
(d)連続焼鈍設備のスケジューリング問題におけるf(x)の変動
f(x)の傾きが逆転する
xe
x
f(x)
x0
・初期の評価関数 ・変動後の評価関数
(c)溶鋼の成分調整問題におけるf(x)の変動
f(x)が平行移動する
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(b)一部の区間の評価関数が更新される変動 
 図 2.6(b)は，4 章に詳述する超電導線の品質設計問題における評価関数の変動を示す．
この問題では，経験的な知識の蓄積と共に，ある区間の評価関数の値が改善されると
いう特徴を持つ．但し，評価関数の改善が明示的に示されるのではないため，蓄積さ
れる知識から評価関数の変化を導出する方法が重要となる． 
 
(c)評価関数が平行移動する変動 
 図 2.6(c)は，7 章に詳述する溶鋼の成分調整問題における評価関数の変動を示す．こ
の問題では，観測値に正確性が欠けるため，評価関数 f(x)が x に対して前後に平行移
動するという特徴を持つ． 
 
2.6.2 解領域 X の全体に対して評価関数 f(x)が変化する変動 
(d)評価関数 f(x)の傾きが変化（逆転）する変動 
 図 2.6(d)は 6 章に詳述する連続焼鈍設備のスケジューリング問題における評価関数
の変動イメージを示す．この問題では，通常は，得られる生産性が最大の場合に最大
の評価となるが，当該工程の前後工程の状況に応じて，生産性をあえて低下させる事
で必要となる場合が発生する． 
 
(e)評価関数が大幅に変化する変動 
 図 2.6(e)は 5 章に詳述する配船計画問題における評価関数の変動のイメージを示す．
この問題では，原料搬送船の製鉄所への到着日が変化する．一隻の変動であれば，前
項(c)に示した評価関数の平行移動に近くなるが，数隻，数十隻の到着日が変動すると，
当初想定されていた評価関数とは全く異なる場合が発生する． 
 
2.7 確定的な変動と確率的な変動の分類 
2.7.1 確定的な変動 
 評価関数に変動が発生するが，十分な背景知識と蓄積されたデータ，ルールがあり，
更に十分な計算機の能力があれば，その変動をある程度，確定的に導出可能な場合が
ある．3 章の厚鋼板の品質設計問題，4 章の超電導線の品質設計問題，6 章の連続焼鈍
設備のスケジューリング問題がそれに該当する．3 章の厚鋼板の品質設計問題では，
欠落していた評価関数を，蓄積されてきた実績データに基づき，推定する事が可能で
あり，4 章の超電導線の品質設計問題では，新たに獲得された事例の変更に用いる知
識を用いて評価関数の変化を推定することが可能とある．また，6 章の連続焼鈍設備
のスケジューリング問題では，スケジューリング問題を解くべき当日の当該生産工程
や前後工程の繁閑状況，在庫状況により，図 2.3(d)に示した評価関数の傾きの変化の推
定が，システム化における重要なポイントとなる． 
 17 
2.7.2 確率的な変動 
 これに対して，5 章の原料船の配船計画問題，7 章の溶鋼の成分調整問題は．変動の
発生に確率的な要素が含まれるため，その導出は容易ではない．5 章の原料船の配船
計画問題では，船舶の到着予定日が天候等の不確定要因によって変化し，それが評価
関数の変動を引き起こすため，配船計画を立案する段階では，その予測，推定は非常
に困難である．7 章の溶鋼の成分調整問題では，制御対象となる各種元素の含有率の
計測結果や増加率の制御法則に確率的要素が含まれるため，成分の含有率を確定的に
導出する事は，実用的には不可能に近い．そのため，含有率に基づいて計算される評
価関数に変動が発生するが，その同定は容易ではない． 
 
2.7.3 変動範囲と確定性による分類 
 評価関数 f(x)に発生する変動の範囲が全体的か部分的かを x 軸に，その要因が確定
的か確率的かを y 軸にとり，3 章～7 章の問題に発生する変動を分類した図 2.7 を以下
に示す．各問題が四象限に分類でき，それぞれの象限で課題解決の方向性を以下に示
す． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.7 例題で述べる変動の分類 
f(x)の変動範囲
部分的
全体的
f(x)変動の推定可能性
確定的
確率的
★
★
★
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のｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ問題
4章超電導線の
品質設計問題
3章厚鋼板の
品質設計問題
5章原料船の
配船計画問題
7章溶鋼の成分
調整問題
第１象限第２象限
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○第１象限：変動範囲が部分的で推定可能な場合 
 変動範囲が部分的であり，かつ，推定可能であれば，その変動を適切に推定する技術
が最重要となる．また，データや知識の増加と共に変動するのであれば，自動的，且
つ持続的に推定する仕組みが望まれる． 
○第 2 象限：変動範囲が全体的で推定可能な場合 
 変動が推定可能であっても，変動範囲が全体的な場合は全てを正確に予測する事は難
しくなる．推定技術だけでなく，推定結果をシステム利用者に提示し，利用者の判断，
確認結果をシステムに取り込む機能が必要となる． 
○第 3 象限：変動範囲が全体的で推定不能な場合 
 変動が広範囲で推定不能であるため対応が一番難しくなる．原料船の配船計画問題
では，確率的な手法を導入した．即ち，変動をシミュレーション的に発生させ，それ
により解の悪化（あるいは改善）がどのような確率で発生するかを導出し，利用者が
解の評価を可能とする機能を構築した． 
○第 4 象限：変動範囲が部分的で推定不能 
 第 3 象限と同様，変動が推定できないが，変動の範囲が限定的であるため，変動の影
響を受けない解の推定が可能である場合がある．溶鋼の成分調整問題では，変動が発
生しても，その影響が最小となる解を導出する機能を構築した．  
  
2.8 生産管理問題における変動対応の産業的な意義 
 わが国の鉄鋼業を例とし，生産管理問題において変動が発生する理由，背景を各問
題別に示し，変動対応の産業的な意義を述べる． 
2.8.1 品質設計問題における変動対応の意義 
 月単位，あるいは年単位で時間が経過すると，生産設備における諸条件が変化する．
通常，よく議論される経時変化は，年月によって設備の劣化が発生し，生産性が低下
する，制御精度が悪化するといった否定的な変動が多い．これに対し，新たな製品の
製造開始後，あるいは，新たな設備の稼動開始後，時間経過につれ，データ，ノウハ
ウが蓄積する事により，処理時間短縮，歩留り向上，あるいは低コスト製造方法の確
立といった肯定的な変化も実は多い． 
日本の鉄鋼業では，顧客要求へ可能な限り答えるという方針を採る場合が多く，歩
留りが悪い，あるいは高コストの製造方法しかない場合でも，供給者責任として受注
を引き受ける場合がある．その後，技術開発や改善活動により，高歩留，低コストの
製造方法が実現できれば，製造方法（＝品質設計問題の解）を修正する必要がある．
また，製鉄所の製造設備に関しても，基本機能は同じであっても，毎年継続的に，部
分的な新設備導入が行われる．新設備の稼働当初は十分活用できなくても，時間と共
に活用範囲が広がりその効果が現れる場合も多い．この場合も，当初の品質設計内容
を修正する事になる．   
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 つまり，顧客の新要求を受け入れ，新しい設備を導入し，日々，開発と改善を積み
重ねる事で，新製品を早期に市場投入すると共に，生産性と歩留りの向上，コストダ
ウンを実現し，競争力を維持向上するというのが，日本鉄鋼業，更には，アルミ，銅，
チタン等の金属素材産業の基本的な体質である．既存の規格品を確立された技術と設
備によって生産する産業であれば，上記のような肯定的な経時変化は発生しないため
変動対応は不要である．しかし，日本の金属素材産業は，世界トップレベルの品質，
他社には作れないオンリーワン製品により存在価値を主張している．そのような産業
の生産管理問題においては，ここに述べたような，長期的な経時変化への肯定的，積
極的な対応が必要となる．特に，品質設計問題においては，常に改善されたより良い
条件を採用し，生産性，歩留まりがその時点で最適と考えられる設計方法を実現する，
あるいはその決定を支援する機能がシステムに必要となる． 
 
2.8.2 生産計画，スケジューリング問題における変動対応の意義 
 計画系の業務において，まず考えられる変動要因は自工程における設備トラブルと
不良品発生であり，その際には，なんらかの生産計画変更，スケジュール変更が必要
となる事は自明である．これに対して，素材産業の生産計画／スケジューリングでは，
前後工程の救済のためにスケジュール変更が必要となる場合が多い． 
 例えば，上工程において何らかの設備トラブルで，予定していた生産量が不足した
場合，あるいは生産の遅延が発生した場合を考える．自工程は不足する中間製品に対
応するために，当初決定していた生産計画を変更する必要が生じる．この事自体は，
評価関数 f(x)が変化したわけでなく，スケジュールの対象の解領域 X の変化である．
本論文で考えている，変動発生ではなく，通常の計画／スケジューリング問題の枠組
での対応が可能である． 
 これに対し，解領域だけでなく，評価関数 f(x)にも変化が発生する場合がある．通
常のスケジューリング立案の場合には，一般的に，生産性を最大化する評価関数を用
いてスケジュールが立案される．しかし，不足，遅延が発生した場合には当該工程の
生産計画に利用できる中間製品が不足する可能性があり，これを玉切れと呼ぶ．玉切
れによる設備の稼動停止がコストや品質に大幅な悪影響が発生する設備が金属素材産
業には多く存在する．特に高温下で処理する工程（製鋼，熱延，熱処理等）ではその
傾向が顕著である．そのような場合には，生産性を低く抑え，操業を持続する事がス
ケジューリングの重要な評価関数となる．つまり，評価関数 f(x)が変化するのである． 
 同様の議論により，下工程の変動が上工程に影響を与える場合も発生する．下工程
での生産不良や遅延は，自工程だけの生産性やコストを最適化するだけであれば考慮
する必要がなく，本来ならば，生産計画やスケジューリングは当初予定通りで問題な
いはずである．しかし，そのような対応であると，下工程での玉切れや，逆に中間製
品ヤードの容量超過が発生し，結果として製鉄所全体の生産量低下やコストアップが
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発生する．日本の金属素材産業では，各工程は下工程の状況を参照しながら生産計画
やスケジュールを立案，修正する場合が多い．通常，各工程の計画，スケジューリン
グ業務は，生産性，コスト，納期などの複数の要素を考慮して行われる多目的計画問
題となるが，その重みは，前後工程の事情によって変化する．例えば，下工程が故障
停止している場合には，中間製品がヤードに溢れないように自工程の生産量も絞り込
む．その際には，生産性への重みは低くする必要がある．逆に，下工程が故障から回
復し生産性を上げた場合には，自工程のコスト等を犠牲にして通常よりも多めの中間
製品供給を行う．このように，上下工程の状況に応じて，当該工程の評価関数 f(x)を
臨機応変に修正し，工場全体の最適化を実現する必要がある．これが日本の金属素材
産業の特徴であり，長所と言うことができる． 
 網羅的な調査はできていないが，日本以外の世界の大多数の製鉄所において，ERP 
(Enterprise Resource Planning)用のパッケージソフト 1)が導入されている．この事は，
世界の製鉄業では，トップダウン的な生産計画立案，スケジューリング立案が主流と
なっている事を示している．操業現場において上下工程の生産結果を考慮しながら，
また，連絡を取り合いながら，臨機応変にスケジュールの修正を行うという，ボトム
アップ的な生産管理方針は採られていないと推定できる．また，日本以外では，素材
産業における生産計画問題やスケジューリング問題において，変動に対応する計画，
スケジューリングの技術の議論がおこなわれた研究報告例がない事もこの推定を裏付
けていると言える． 
 
2.8.3 操業アクション決定問題における変動対応の意義 
 操業アクション決定問題における変動対応は，補完的，悪影響最小化的な意味合いが
強い．鉄鋼製品においてユーザから要求される機械特性を実現するには，ミクロな制
御をトン単位の重量物に対して行う事が必要となる．7 章で詳細を説明する二次精錬
設備における成分調整問題では，各種の成分の含有率を ppm 単位で制御する必要があ
る．そして，それは数百ｔの溶鋼を対象に，複数種類の合金を数回投入するというアク
ションだけで実現されなければならない．成分調整開始前の溶鋼の各種成分含有率と，
投入する合金の成分構成が正確に分かっていれば，正確な制御が可能となる（厳密に
は，各種成分が溶鋼中の酸素と結合して溶鋼から減少するメカニズムの同定も必要で
ある）．しかし，溶鋼も合金も，成分含有率の測定は，膨大な量の中からのサンプル採
取に基づく計測しか手段がない．正確な計測を実現するには，全体の成分を均一にす
る必要が生じる．特に溶鋼は，前工程の転炉でも何らかの合金添加がおこなわれてお
り，また，残存するスラグから溶鋼中への成分戻りもあり，空間的にも時間的にも成
分にばらつきが存在する．それでも，スラグを完全に排除し，保温しながら時間をか
けて攪拌すれば成分は均一となるため，少量の採取サンプルであっても正確な各種成
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分の含有率が計測可能となる．しかし，その代償は，大幅な生産性低下と保熱コスト
悪化となってしまう． 
このように，鉄鋼生産工程において，鋼の機械特性を決定する各種元素の含有率，
あるいは，鋼の温度の正確な計測の実現には，当該工程の生産性悪化とコストアップ
が副作用として表れる．粉塵，水蒸気が発生する悪環境で，不均一な鋼/溶鋼に対し正
確，迅速な計測技術開発も将来にわたる重要な課題であるが，現状では，実現困難で
ある．計測値には誤差，偏りといった変動が発生するという前提に立ち，その悪影響
を最小化する操業アクションを決定する技術が，現実の操業現場には必要となる． 
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3 章 データ集積に適応して推論結果を変動させる推論方法の研究 ---
厚鋼板の品質設計問題を例題として--- 
3.1 3 章の緒言 
 鉄鋼製品の製造では，材料の機械特性や品質に関する需要家の要求仕様に対し，こ
れを満足するのに必要な成分範囲や製造法，検査方法等，製造指示に必要な製造条件
を決定しており，これを品質設計問題と呼ぶ．要求仕様，製造条件共に数百（場合に
よっては数千）の項目から構成されるが，単純化した例を図 3.1（=図 2.2 再掲）に示す．
既設計結果をデータベース化すれば，過去に要求仕様が全く同じ受注があった場合に
は，データベース検索により自動設計が可能である．しかし，同じ要求仕様が過去に
なければ，新たに設計することが必要となる．特に，機械特性に新たな要求が発生す
る場合には，鋳造，圧延，熱処理にわたる全製造工程に関する知識や経験が必要とさ
れる．そこで，設計の効率化と高位安定をめざして鉄鋼厚板を対象に品質設計支援シ
ステムの開発に取り組んだ． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.1 品質設計問題の概要 
 
 鉄鋼の品質設計問題,品質管理問題に対する支援システム構築の取り組みは,過去に
も幾度か行われている．実際の専門家が持っているノウハウ的知識の活用を図るエキ
スパートシステム 1),4)の活用事例と統計的手法を用いる方法 5),6)に分類される．我々も
前者の手法の適用を過去 2回試みた．最初のアプローチでは，システム構築の担当者
が，具体的事例を題材に熟練者への設計ノウハウヒアリングを行い，包括的なルール
○材質項目
・衝撃吸収エネルギー
：0℃で40J以上
○管理項目
・表面疵レベル :B
・内部疵レベル :2
・平坦度レベル :13
入力：要求仕様 出力：製造条件
○基本項目
規格 ：A51670TN
板厚 ：52～54mm
需要家：○○造船
品質設計 ？
？
○材質項目
・鋼種 :AA1234E
・圧延方法 :普通圧延
・熱処理 :焼ならし
○管理項目
・表面疵検査基準：A
・内部疵検査基準：1
・平坦度検査基準：10
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として整理しシステムを構築した 2）．しかし，品質設計問題の枠組みは経時的に変化
するため，そのルールのメンテナンスが必要となる．数百におよぶ設計項目に対し，
正確なルールをシステム担当者が継続的に維持発展させる事は困難であった．これに
対し，次のアプローチでは，システム開発者ではなく，品質設計担当者自身がルール
を登録し活用するという方法論を適用した 3)．設計問題の担当者が自ら担当した設計
事例を一般化してシステムに登録するという枠組みを構築した．実機化後，数百件の
ルールが登録され，設計者個人用の支援機能としては一定の有用性を発揮した．しか
し，設計担当者ではルールの抽象化が十分行われなかったため，概ね同じであるが，
少し異なるような類似仕様に拡張適用できるようなルールの記述ができなかった．そ
の結果，システムが活用される範囲は限定的なものにとどまった．このように，過去
に実施した 2回のルールベースアプローチでは，問題の対象範囲を品質設計問題の全
体とした場合はそのメンテナンス性に問題が発生し，メンテナンス性の問題が発生し
ない方式を採用した場合には，広範囲な問題への有効性を得る事ができなかった． 
 これらの経験とその反省にたち，今回の開発にあたっては，ある程度の広範囲な有
効性を保ちながらも，プロセスや問題に変化が生じても使い続けられる事を念頭に，
開発をおこなった．具体的には，実際に適用された製造条件とその結果得られた機械
特性の実績値をペアとして日々蓄積し，それらを活用する事により，経時変化に追従
できるシステムを実現した．その概要を以下に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.2 構築したシステムの機能 
設計支援システムの
過去事例データベース
(a)ユーザ仕様
(b)設計結果(製造条件）
(c)実績データ(製造･試験)
プロセス
コンピュータ
ホスト
コンピュータ
品質設計
支援システム
営業部門
品質設計部門
④
①
⑦
②
⑥
⑤ ⑧
③
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3.2 システム構成と情報の流れ 
 開発した品質設計支援システム（以下，支援システム）を中心に，品質設計情報の
流れについてその概要を，前ページの図 3.2 を用いて説明する． 
 
① 営業部門から需要家の要求仕様を記したユーザ仕様が登録される． 
② ホストコンピュータから，開発した設計支援システムにユーザ仕様が転送される． 
③ 支援システムは過去事例データベースを参照して類推推論を実施し，解候補を品
質設計担当者に提示する． 
④ 品質設計担当者は，提示された情報を参照しながら，設計結果（製造条件）を選
択する． 
⑤ 支援システムからホストコンピュータに，ユーザ仕様に対する設計結果が返送さ
れる． 
⑥ ホストコンピュータからプロセスコンピュータに，ユーザ仕様と設計結果が送信
される． 
⑦ プロセスコンピュータからは，実績データ（製造実績，及び試験実績）がホスト
コンピュータに返送される． 
⑧ 支援システムはホストコンピュータから実績データを受信する．これにより，支
援システム内には，ユーザ仕様，設計結果，実績データがペアとなってデータベ
ースに追加，保存され，以後の推論に利用される． 
 
3.3 類推推論機能 
3.3.1 類推推論の概要 
 ユーザ仕様は，規格名，用途，板厚といった基本情報に加え，強度や靭性などの機
械特性に関わる特別要求や，材料内部や表面にできる疵の検査等に関する特別要求等
で構成される．基本条件の規格名，用途，板厚をキーとして“標準設計”が定義され
ており，そこには，標準的な製造条件が記述されている．特別要求の内容によっては，
この標準設計をそのまま設計結果として用いる場合もある．しかし，設計者は需要家
毎の特別要求や工程能力のばらつきを考慮して，標準設計の値を修正して用いる場合
が多い．類推推論では，そのような修正の要否判断，ならびに修正方法とその値を決
定する．類推推論は，製造条件を構成する多様な項目に対して行われるが，本章では，
機械特性の観点から，成分の管理項目である鋼種と，熱処理方法，圧延方法などから
構成される製造方法を決定する推論手法について説明を行う．なお，この推論方法を
以後，鋼種推論と呼ぶ事にする． 
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3.3.2 鋼種推論のステップ 
 鋼種推論は想起，適否判断，選択の 3ステップで構成する．図 3.3 に簡単な実施例
を示す．以下，想起のステップと適否判断のステップを中心に説明する． 
 
3.3.3 設計案の想起のステップ 
 まず，候補となる設計案（鋼種および製造法）を作成，列挙する必要がある．想起
された設計案のみが，利用者に提示されるため，可能な限り多様性を追求するべきで
あるが，逆に，処理効率，計算時間を考慮すると有望なものに絞る必要もある．その
ため，段階的に設計案を拡張していく方法を採用した． 
 まず，第 1段階では，標準設計で定められた製造条件（具体的には，鋼種と製造法）
を提示する．この標準設計に対して次項で示す適否判断ステップにより“適”の判断
がでれば，多くの場合それを最終決定として，当該要求仕様に対する推論作業は終了
する． 
 これに対し，標準設計の適否判断が“否”であった場合には，設計案の拡張が必要
となる．第 2段階では，同一規格および類似規格（互換性を有する規格）の受注に対
して，過去に使用実績のある製造条件を列挙し，それぞれに対し，適否判断の情報を
提示する． 
 それでも“適”の判定が得られない場合は，第 3段階として上記でリストアップさ
れた鋼種と冶金学的観点で近い鋼種（以下近隣鋼種と呼ぶ）を用いた製造条件を抽出
し提示する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図3.3 推論の３ステップ 
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 第 2，3段階の提示は，できるだけ広い範囲から抽出するという観点から行うもので
あるが，その際にも，有望なものに限定する事が望まれる．そのためには，適用され
た時期や使用頻度を参照して絞込みを行う．近年利用されていない鋼種や，利用頻度
の低い鋼種は除外するといったヒューリスティクスも用いている．また，ユーザ仕様
に熱処理の指定がある場合には，設計案でも熱処理を行っているものに限定する，と
いった絞込みも行っている． 
 
3.3.4 適用可否判断のステップ 
(a)適用可否判断の基本 
 想起した設計案のそれぞれについて，ユーザ仕様の要求を満足できるか否かを，鋼
種の成分管理値，製造・材試実績データを用いて判断する．判断は，成分（C，Mn，Si
等の各元素の含有率範囲）と機械特性（強度，硬さ，衝撃値の各特性範囲）の二つの
観点で行う．成分判断ではユーザ仕様に成分要求範囲の指定があれば，鋼種の成分管
理値範囲と比較する．管理値範囲が要求範囲に含まれれば“適”であり，そうでなけ
れば“否”とする． 
 機械特性判定については，まずその判定方法を述べるにあたって，下記三つの用語
を定義しておく． 
 
1) 材質指標  
強度，衝撃値などの機械特性を表す 
2) 基準値 
板厚，本体熱処理温度，試験片熱処理温度等，機械特性評価の前提となる値 
3) 試験条件 
試験片の形状，試験の際の温度などの条件を示す 
 
 過去事例データベースから，適否判断を試みる製造条件通りに製造した製品の実績
データ（製造実績，試験実績）を抽出する．そのデータからユーザ仕様で指定された
基準値，試験条件における材質指標を求め，ユーザ仕様で指定された材質指標を満足
するか否かの判断を行う．実際にはユーザ仕様と同じ基準値，試験条件のデータは少
ないため，これらの近傍のデータを使って基準値に対する材質指標の線形回帰式を求
め，それをもとにユーザ仕様で指定された基準値での材質指標予測値を計算する．上
述の通りこの計算では，近傍のデータを用いる必要，つまりデータの検索条件を緩和
する必要がある場合が多いが，条件を緩和しすぎると，データのばらつきが大きくな
り，線形回帰の妥当性も含め，推定結果の信頼度が低下する．そこでケーススタディ
を通じ，三種類の緩和処理により近傍を決定することにしたが，その詳細を次項に示
す． 
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(b)近傍データとする 3 種の緩和条件 
 以下の 3種類の緩和手法を用いて可否判断に必要なデータ数の確保を実現した． 
1) 緩和処理１ 
機械特性に関与しないと考えられる成分の比率のみが異なる鋼種の材試実績
データも利用する．例えば強度の評価では，P（燐），S（硫黄）の成分値のみ
が異なる鋼種のデータも利用する． 
2) 緩和処理２ 
試験片形状等の試験条件の緩和で抽出データを増やす．例えば試験片形状の
異なるデータを，換算係数を用いて補正したうえで利用する． 
3) 緩和処理３ 
基準値の範囲を広げて（緩和して），抽出される製造・材試実績データを増や
す．具体的には，例えば，板厚の範囲を広げてデータを抽出するといった方
法である． 
 
 緩和にあたっては，予測に必要なデータ件数を確保できるほど広くする事が目的と
なる．しかし，材試実績データのバラツキが大きくなりすぎないように狭くする必要
もある．最終的には，必要なデータ数の下限を設定しその下限値以上のデータが抽出
できるまで，まずは試験条件を所定の順番で換算係数補正を適用しながら緩和し，そ
れでも不足する場合は基準値を緩和するという二段階緩和方法を採用した．それでも
データが抽出できない場合には，判断できないと結論することにした．緩和範囲（緩
和条件順序や抽出条件の広さ）は，実際のユーザ仕様を用いたケーススタディにより
チューニングした．このような手順でデータを抽出したうえで，線形回帰式を用いて
材質指標の予測値を計算し，その誤差の標準偏差から工程能力のばらつきを予測し，
ユーザ要求範囲（上下限）がそれらに対し余裕を有していれば“適”と考える．但し，
データ点数が少なく，基準値の緩和範囲が十分狭い場合は，回帰ではなく，基準値内
のデータの最大，最小範囲であれば“適”とする判定方法も併用し，これらを組み合
わせた判定指標を定義して利用している． 
 
3.3.5 選択のステップ 
 適否判断の結果“適”とされた設計案に対して優先度を決定する．優先度の定義に
おいて留意すべきは品質とコストのバランスである．適否判断で考慮した要求値に対
する余裕を優先度とすると，高級鋼種の優先度が高くなる．製造者，需要家のいずれ
の立場からも，材質性能とコスト（価格）のバランスは重要である． そこで余裕度に
加え生産性，コスト観点で次の二つの視点を加味した優先度指標を定義して用いてい
る． 
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1) 標準設計鋼種との近似度 
標準設計の鋼種は，当該規格でまさに標準的に用いられるべき鋼種を示して
いる．例えば，その鋼種に特殊な元素添加がされていないのであれば，選択
すべき鋼種もそうあるべきと考えられる． 
2) 使用頻度 
頻度が高い鋼種は，余剰スラブが発生した場合に，その再利用が早期におこ
なえ，無駄な在庫となりにくい．従って，優先的に選択されるものとした． 
 
 以上のように，適否判断と優先度判断を行ったうえで，設計者に設計案を提示する．
設計者が最初に閲覧するのは優先度最大の設計案であるが，参考情報としてその他の
設計案も列挙し，設計者の判断でそれらと入れ替えることもできるようにしている．
そして，圧延における温度設定や熱処理条件などが材質改善に寄与すると実績データ
から判定されれば，必要に応じた修正を加えたうえで最終的な設計とする． 
 
3.4 類推推論の適用結果 
 実機化以降インプットされた，約 1900件のユーザの要求仕様を例題に用い，熟練担
当者による設計結果とシステムによる設計案を比較し，本手法の妥当性を評価した．
なお，本システムは業務の自動化ではなく判断支援が主眼であるため，出力（画面表
示）される支援情報が熟練設計者からみて違和感がないか，気付きを提供できるかと
いった観点で評価した．具体的には，ベテラン設計者が思いつくような設計案が想起
できるか，ベテラン設計者が納得する適否判断ができるか，という二点を重視した．
一方優先度づけは在庫スラブの有無や生産計画との整合性など，本システムで扱う情
報以外にも依存するため，基本的には人間主体の判断事項とした． 
 まず，システム構築直後の結果を図 3.4 に示す． 
 グラフ中，「一致」は人間とシステムの設計結果の一致を表している．「別鋼種を選
択」は，適否判断結果は一致したが優先度付けが異なったことを表し，「利用不可判定」
は，人が選択した鋼種を推論では適用不可と判断したことを表す．この適否判断にお
いては，その判定閾値をチューニングすることで改善できる可能性はあるものの，需
要家による要求値や工程能力の変化に追従できないなど現実的には限界があり，この
レベルで十分実用的と判断した． 
 「判定できない」は，設計案としてリストアップしたものの，その適否判断を行う
ための実績データが不足していたことを表している．「候補に挙げられない」は，人間
が選択した鋼種および製造法が，今回と同一あるいは互換規格に対して過去に使用さ
れたことがない（初めて選択された）ことを表している．この「候補に挙げられない」
については，規格で使用された実績にこだわらず，例えば成分要求を満足するすべて
の鋼種を対象にすることで改善をはかることも考えられるが，計算時間がかかりすぎ
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ること，鋼種には用途等による設計思想もあることなどから，互換規格を考慮するレ
ベルで十分と判断した．候補にリストアップできたケースが 80%に達していること，
また人間との完全一致と「別鋼種を選択」をあわせた約 70%に対して，違和感のない
判断支援ができていることから，十分網羅的であると考えている．上述のように，優
先度付けについては本システムで利用していない情報も必要となるため，その対応は
今後の課題である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.4 鋼種推論の適用結果 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.5 システムの変動への対応性検証 
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 次に，本システムが時間経過に対して頑健性を持つかを検証する．図 3.5 に「一致」
と「別鋼種を選択」および，「判定できない」と「候補に挙げられない」の合計比率の
四年間の推移を示す．前者は判断支援ができている比率を，後者は，新規案件や新規
鋼種を適用したケースなど，実績がなく判断支援ができていない比率を表している．
受注構成の変化，製造環境の変化に伴い設計方針も変化するが，候補抽出や適否判断
は都度データから行うというアプローチにより，ロジックなどのメンテナンスやチュ
ーニングを特に行うことなく利用開始時の同比率を維持できている．その意味で，実
績データが蓄積されるだけで，自律的に変動に追従していると考える． 
 
3.5 3 章の結言 
 鉄鋼厚板の品質設計支援システムの開発事例とその適用結果について述べた．高度
化する品質への要求，世代交代にともなう技術・技能伝承の必要性を考慮するとき，
かつて注目を集めたエキスパートシステムの必要性が再認識される．しかし知識エン
ジニアが知識を整理してコード化しエキスパートの代替を果たすという発想ではなく，
知識獲得と推論の一体化や，人間に対する気付き支援に重点を置いたアプローチが必
要と考える．本システムでは，個別の設計ルールをシステムに埋め込むのではなく，
人間がルールを見出したり，判断したりするプロセス自身をモデル化・ソフトウェア
化し，具体的な設計値の決定は，近年利用可能になった大量の実績データや設計事例
のデータベースを活用することとした．これにより，時間経過によって変化する設計
問題への追従性を実現できた． 
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４章 事例ベース推論において，事例の修正知識の変動に応じて，事例
の特徴付け，選択機能を更新する方法の研究 ---超電導線の設計問題
を例題として--- 
4.1 4 章の緒言 
 工業分野の生産管理問題，特に，スケジューリング問題，設計問題に対しては，事
例ベース推論（CBR : Case Based Reasoning）が古くから適用されている．CBR の利点
としては，事例を利用することで探索空間を大幅に限定できる点が挙げられる．診断
型問題に比べて探索空間が格段に広い組み合わせ型の問題，すなわちスケジューリン
グ問題，設計問題に対する CBR の適用が多いのはこのためと考えられる． 
 CBR システムは，事例の特徴付け機能，事例の選択機能，事例の修正機能を構成要
素に持つと考える．まず，事例の特徴付け機能が扱う問題における事例の表現方法を
決定する．事例は複数の属性によって表現される場合が多く，特徴付け機能はその属
性と属性値を決定するプロセスである．つぎに，選択機能が推論に利用する事例を事
例ベースから選択する．本章では選択された事例を類似事例とよぶ．最後に，修正機
能が，選択された類似事例における問題解決方法を修正して解を導出する．各機能に
おいて利用される知識をそれぞれ，事例の特徴付け知識，事例の類似度，事例の修正
知識とよぶ（以後，“事例の”を省略して記述する場合もある）．図 4.1 に問題が与え
られてから解が得られるまでのプロセスを示す． 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.1 開発した事例ベース推論システムの構成 
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 これらの機能のうち，後者 2 機能はほとんどすべての CBR システムに共通の機能で
ある．これに対し，特徴付け機能のかわりに問題予測機能 1）を，あるいは特徴付け機
能に予想される課題の抽出機能が加わった問題解析機能 3）を基本要素とする CBR の構
成分類も提唱されている．また，事例の特徴付けはシステムを構築する際に人間が行
い，CBR システム自体には含まれない場合もある． 
 CBR システムで適切な解を導出するには，事例の選択機能が重要であることは早く
から指摘されている 2）．探索空間を大幅に限定するという CBR の特徴も適切な事例が
選択されるという前提に基づいている．そのため，従来の適用例でも選択機能には様々
な工夫が提案されている．例えば，CBR システムにユーザとの対話機能を付加する試
み 5），選択された事例を評価する機能を付加することで不適切な事例の選択を回避す
る試み 4）等が提案されている．また，実際の事例ではなく抽象化したモデル事例を利
用する手法も提案されている 8）． 
 本章では，事例ベース推論において，事例の選択機能が保持する必要がある，変動
対応機能とその実現方法について述べる．また，その例として，超電導線製造工程の
設計支援 CBR システムを用いる．構築した CBR システムは類似事例の選択機能に以
下に示す特徴を持つ． 
 （A）過去事例の属性値は通常の数値であるが，問題事例の属性値はファジィ集合
で記述される．そして事例間の基本的な類似度決定にはファジィマッチングが
利用される．この類似度を基本類似度とよぶ． 
 （B）基本類似度と修正知識の両者に依存する類似度を拡張類似度と定義する．最
終的な類似事例の決定は拡張類似度によって行われる．したがって，図 4.1 に
も示すように，本システムの修正機能は選択機能に影響を与える．また，追加
された修正知識の内容によっては事例を特徴付ける属性の選択，すなわち特徴
付け機能にも影響を与える． 
 ファジィ理論 9)も CBR も広い意味では“類似する入力は類似する出力を導出する”
という仮定に基づいた推論方法であるが，二つの融合例 6),7),11),12) は意外と少ない．ま
た，事例の特徴付け機能，選択機能，修正機能は CBR システムを構成する重要な機能
であるので研究例も多いが，従来の議論では各機能別に考察される場合が多く，各機
能間の依存関係の議論は少ない． 
 本章の構成は以下のとおりである．4.2 節では問題となる超電導線製造工程を紹介し
本章の背景を明らかにする．4.3 節では事例の特徴付けと基本類似度の考え方を示すと
同時に，CBR の利用例を示す．4.4 節では簡略化した例題を利用して，選択機能，特徴
付け機能を修正知識の追加・修正に応じて調整する必要性を示す．4.5 節では自動調整
機能の実現方法について述べ，4.6 節では考察を行い，4.7 節を本章の結言とする． 
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4.2 問題の背景 
4.2.1 超電導線の製造工程 
 ニオブーチタン（Nb-Ti）超電導極細多心線の製造工程 13)を簡単に説明する．Nb-Ti
合金のインゴットから必要寸法のロッドを作り，銅製の円筒の中に真空封入してビレ
ットを作成する．そのビレットを熱間静水圧押し出し機にかけ単心線を作る．さらに
単心線を多数本組み合わせ，再度熱間静水圧押し出しをかけると，図 4.2 に示す構造
の線材ができる．線材の構造パラメータ（線材・導体寸法，Nb-Ti フィラメント直径，
銅と Nb-Ti との比率等）が一定の場合，超電導線の特性は，これ以後の製造工程に依
存する．本章の CBR システムではその製造方法決定問題を対象とする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.2 超電導極細多心線の構造 
 
 図 4.2 の線材に対して線引き処理と加熱処理を一対にして数回繰り返すと適切な組
織変化を生じ超電導特性が現れる．超電導特性は処理回数    NiiN ≦≦1, 回目の処理
における加工率  iM ，加熱温度  iT ，加熱時間  iH に依存する．なお，加工率 iM は i
回目の伸線処理前の面積を処理後の面積で除した値とする．一般的な値としては，
N =3～6， iT =300～500[℃]， iH =2～15[h]， iM =1.2～15であり，最終的な超電導線の直
径は 1mm 前後となる． 
 線材の超電導特性は，ある外部磁場の下での臨界電流値 Ic とn値と呼ばれる値で評
価される．前者は超電導状態を保持できる最大の電流値であり，4.2°K で 10μ V/m
の電圧が生じるときの値を用いた．後者は式(4.1)に示すように，電圧が 1.0と 0.1μ
V/m の場合に発生する電流値の比の常用対数の逆数で定義される．両特性値とも値が
大きいほど超電導線の品質は優れていると判断される． 
 
 
       (4.1) 
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ここで， 
  tn ：外部磁場 t の場合のn値 
  t ：外部磁場の値（単位：テスラ） 
  tI [V/m]：外部磁場が t の場合に 1メートル当たり電圧 V ボルトが発生する電流値 
 
である． 
 
4.2.2 工程設計問題と事例利用の必要性 
 外部磁場の値が異なれば，両特性値とも変化する．ここでは，3テスラ（=低磁場）
と 9テスラ（=高磁場），それぞれの磁場における臨界電流値とn値の組，すなわち
 9933 ,,, nIcnIcA  が与えられ，各々の値を満足する製造工程を決定することである．
図 4.3 に本 CBR システムにおける入出力を示す． 
 
 
 
 
 
図 4.3 構築した CBR システムの入出力 
 
 工程と特性値の間の関係は明確に判明しているとは言い難い．とくに，伸線工程に
おける線材の塑性変形については理論的に未解明な部分が多いのでモデル化が難しく，
工程と特性値の関係を関数化することは不可能に近い．そのため，工程設計は，従来，
作業者が経験的に行ってきたが，エキスパートとよぶにふさわしい熟練作業者が存在
せず，満足な設計が得られなかった．このように，本問題では信頼するに足る理論モ
デルも経験知識もない状態であった．つまり，信頼性が高いといえる知識は過去の製
造事例だけであり，これを有効活用するために CBR の導入に取り組むことにした． 
 
4.3 事例の特徴付けと類似度 
4.3.1 問題事例における属性値のあいまいさとその処理方法 
 以後の説明において，過去事例をC で表わすことにする．過去事例C は製造工程
   NHTMCP iii ,,, とその結果得られた超電導線での特性値（以下，実績特性値）
          CnCIcCnCIcCA 9933 ,,, を情報として持つ．本システムの基本的な作用は，
与えられた oA に対し類似する  CA を持つC を選択し，そのC における  CP を oA と
 CA の差に基づいて変更し， oA を満足する製造工程を導出するものである．この過
程における“ oA に対し類似する  CA を持つC の選択”に関する工夫が本章の議論の
中心である．問題事例（以下 S で示す）と過去事例の間の類似度は特性値に左右され
CBR 
system
入力 出力目標とする超電導線の特性
 ooooo nIcnIcA 9933 ,,,:
製造工程
NHTM iii ,,,
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るので，属性 1 は 3Ic ，属性 2 は 3n ，属性 3 は 9Ic ，属性 4 は 9n に関係する値とし，こ
れら 4 種類の属性で事例を表現するものとする．過去事例の場合，それぞれの属性値
は実績特性値とする．これに対し，問題事例の場合の属性値は目標特性値ではなく，
以下に述べる理由で少し工夫が必要となる． 
 目標特性値 oA には多少の許容範囲が存在する．得られた特性値が oA に達しないと
品質上問題となるが，すべての特性値が厳守されるわけではない．ある超電導線の使
用目的が高磁場での利用に限定されていれば， oo nIc 33 ,  （=低磁場の場合の特性値）は
ある程度小さくても許容できる．また，特性値は超過しても品質上の問題は発生しな
い．しかし，その場合は加熱時間や温度を必要以上に設定した結果なので，経済的損
失を招いていることになる．そしてその損失程度はその時々の製造環境に依存する．
このように，問題事例における“目標”は絶対唯一なものではなく，“使用目的”，“製
造環境”という要因に依存する許容範囲を持つ．また，許容範囲内においても優劣が
存在し，目標特性値に近いほど望ましい値である． 
 以上の特徴を表現するために問題事例の属性値はそれぞれの目標特性値と使用目的，
製造環境から決定されるファジィ集合で表現することとした．以後それらを，メンバ
シップ関数 1 ， 2 ， 3 ， 4 で表現する． 1 と 3 は臨界電流値を引数にとり， 2 と 4
は n値を引数にとる．また，メンバシップ関数の形は台形とし，工程設計作業者から
抽出した経験知識を利用してそれらを決定する．経験知識は IF-THEN ルールの形であ
り，
1 を決定するルール例を図 4.4 に示す．この図 4.4(b)で示すルールは，使用目的が
“高磁場”で製造環境が“厳しい”場合，問題事例における属性 1（低磁場での臨界
電流値 3Ic に関係する）の属性値は，図 4.4(a)に示す台形のメンバシップ関数となるこ
とを示している．ここに示したような，問題事例の属性値を決定するルールを属性値
決定ルール（知識）とよぶことにする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.4 事例の属性値の定義 
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3
3
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
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(b) 事例定義ルールの例
利用条件 ：高磁場環境
製造条件 ：厳密
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4.3.2 基本類似度関数の形 
 過去事例C の問題事例 S に対する基本類似度 1Sd を式（4.2）に定義する．そこに示す
ように，基本類似度は，過去事例の属性値が問題事例の属性値に対し適合する度合（メ
ンバシップ値）によって計算される．図 4.5 に 1Sd の計算例を示す．このとき，問題事
例 S の目標特性値は， oIc3 =350[A]，
on3 =50，
oIc9 =100[A]，
on9 =25 であり，使用目的
が“低磁場”で，製造環境が“緩やか”である．また，過去事例C の実績特性値は，
3Ic =420[A]， 3n =40， 9Ic =105[A]， 9n =20 である． 
                  294
2
93
2
32
2
31 2.03.02.03.0,1 CnCIcCnCIcSCSd    
（4.2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.5 基本類似度の例 
 
4.3.3 事例修正機能の動作と推論結果例 
 図 4.5 で示した問題事例 S に対し図中の過去事例C が選択されたとする．C におけ
る工程  CP は表 4.1(a)に示したものである．これに対し，修正知識が適用されて問題
に対する解となる．修正知識は表 4.2 に示すルールの形をとる． 
 本システムでは，選択された類似事例に対し修正知識は 1 種類だけ適用される．IF
条件部が満足される修正知識が複数個ある場合には，まず予想特性値が oA を含むもの
を選択し，その中で最も高い確信度を持つ知識を適用するものとした． 
 図 4.5 で示した類似事例C に対しては，THEN 実行部が“ 3,2,1i における加熱温度
iT を上昇させる”と記述された知識が選択される．その結果得られる工程を表 4.1（b）
に示す．実際にその製造工程で加工すると， 3Ic =390[A]， 3n =52， 9Ic =110[A]， 9n =25
という特性値が得られ満足のいく結果が得られた．なお，このとき得られた超電導線
事例定義
ルール
oIc3 = 350 [A]
on3 = 50
oIc9 = 100 [A]
on9 = 25
問題
事例 : S
利用目的 :低磁場で利用
製造条件 : 通常
実績特性値 :
3Ic = 420 [A]
3n = 40
9Ic = 105 [A]
9n = 20
過去
事例: C
0.8
420 [A]
3Ic [A]
1
属性 1
1.0
40
3n [－]
2
属性 2
0.9
105 [A]
9Ic [A]
3
属性 3
20
4
属性 4
0.8
9n [－]
    763.08.0,9.0,0.1,8.01,1  SdSCSd
マッチング関数
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は，断面積が 0.6mm2，径が 75μm の Nb-Ti 線（=フィラメント）を 48本内部に含む
ものである． 
 
表 4.1 事例の修正機能の例 
(a)事例の修正前 
 
 
 
 
 
 
 
(b)事例の修正後 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4.2 事例修正知識の形式 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.4 基本類似度の問題点 
4.4.1 深い修正知識の利用 
 システム構築の初期段階では，修正知識には工程設計作業者の経験知識から抽出し
たものを用いた．蓄積した過去事例の数は約 80であり，属性値決定ルールの数は一属
性につき約十種類，修正知識の数は二十種類程度であった．その結果，作業者レベル
                処理回数
変数
1回目 2回目 3回目 4回目 5回目
300/23 23/16 16/11.5 11.5/4.5 4.5/0.6
400 370 370 370 370
12 12 10 10 10
iM : [mm2/mm2]
: [℃]iT
: [h]iH
                処理回数
変数
1回目 2回目 3回目 4回目 5回目
300/23 23/16 16/11.5 11.5/4.5 4.5/0.6
420 400 400 370 370
12 12 10 10 10
iM : [mm2/mm2]
: [℃]iT
: [h]iH
IF 条件部 　　　　と　　　　　に対する条件式
THEN 実行部 修正された製造条件
予測特性値 　　　　が実施された場合に予測される
確信度(CF) [0, 1]
 CA SAo
 CA CP
 CP
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の工程設計は実現可能となった．しかし，4.2.2 項でも述べたように，作業者の工程設
計レベルでは不十分なのでさらなる改善を必要とした．そのため，超電導線製造に関
する文献などからも修正知識を抽出し利用することとした．以後，そのような知識を
深い修正知識とよび，作業者から抽出した修正知識を浅い修正知識とよぶ．前者は後
者に比べて適用条件や修正内容が詳細であり確信度が高いという特徴を持つ． 
 深い修正知識が増加するに従い，以下のような問題が発生してきた．すなわち高い
確信度を持つルールが適用できる事例が存在するにもかかわらず，低い確信度を持つ
ルールしか適用できない事例が選択されてしまうのである．問題が生じた当初は類似
度関数の人手による調整で解決を図ったが，頻発するため対応ができなくなった．我々
は，その原因を修正知識と類似度および特徴付け知識の間には本質的に依存関係があ
るためと考えた．そして本問題では，修正知識の追加に応じて類似度や属性の定義を
自動更新する機能が必要という結論に達した．以下では，簡略化した例題を用い，そ
のような機能の必要性を説明する． 
 
4.4.2 例題 
 説明の簡略化のため考慮する目標特性値をn値のみとする．そして，与えられた問
題 S では  
    20,60, 93  ooo nnn       (4.3) 
 という目標を持つとし，使用目的，製造環境を考慮して得られる問題事例の属性値
2 ， 4 は図 4.6(a) で示されるものとする．以後，
on を目標n値とよぶ．事例の属性
も n値に関係する属性 2，属性 4のみとした．さらに，基本類似度関数 Sd1(C,S)は式
（4.4）式に示すように,    9933 , nn  の相加平均とする．したがって，過去事例C の実測
n値の対    93,nnCn  が与えられればC の S に対する基本類似度は決定できる．図
4.6(b)に 39 nn  平面上での類似度の等高線を示す．図 4.6(b)から判るように，  Cn が
on
より大きめに外れても類似度は 1 に近い． 
 
        99335.0,1 nnSCSd       （4.4） 
 
4.4.3 類似度修正の必要性 
 過去事例 2,1 CC があり，それぞれの実績n値が    15,551 Cn ，    35,752 Cn で
あったとする．このとき， S に対する基本類似度はそれぞれ，   5.0,11 SCSd ，
  75.0,21 SCSd であるので 2C のほうが S に類似しているといえる．したがって基本
類似度を利用する限りは， 2C が類似事例として選択されることになる． 
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 これに対し，適用可能な事例修正ルール 2,1 RR が存在したとする．表 4.3 に示すよ
うに， 1R は類似事例の実績n値がともに目標n値よりも小さめであれば加熱温度を上
昇させることでn値の増加を図るというルールであり， 2R は実績n値がともに大きめ
であれば加熱時間を短縮することでn値の減少を図るというルールである． 1C には
1R が， 2C には 2R が適用可能である．また，双方ともルール適用後は S に対して類
似度 1.0をとる予測特性値が得られると仮定する．つまり，一見問題事例に類似して
いない 1C も，問題 S を満足するように修正可能であることになる．このような条件の
もとでは， 2C の 1C に対する優位はないといえる．ルールの確信度が S への変形の確
実さを示すと考えれば，むしろ 1C を利用して推論を行うべきと考えられる．この例は，
ルール 1R の存在が 1C の S に対する近さを増加させたことを示す．もし 1R がなければ，
あるいは 1R の確信度が 0.6未満であれば， 1C のほうが 2C よりも S に近いと考える理
由は存在しない． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.6 基本類似度の例 
 
表 4.3 浅い修正知識の例 
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 なお，このような性質はこの例題に特有なものではない．本来の問題では，臨界電
流値が目標特性に含まれ，修正ルールの選択や類似度計算に影響を与えることになる
が，過去事例C の S への変換可能性が事例の選択に影響を及ぼすという議論は同様に
成り立つ．また，式（4.3）や式（4.4）で与えた 1Sd の定義が不適切なため問題が発生した
のでもない． 1Sd をいかに定義しても，定義後に修正ルールが追加されれば調整が必
要な事を示しているのである． 
 このように，本問題では事例の選択は事例修正ルールの内容を無視しては考えられ
ない．以後，基本類似度とは別に，修正ルールに応じて変化する類似度を拡張類似度
と呼び，  SCSd ,2 で示す．拡張類似度は過去事例C の問題 S への変化のしやすさを示
すものであり，過去事例C に適用可能なルールの確信度に依存する． 
 本問題における拡張類似度が満たすべき性質を定性的に示しておく．実績n値が目
標 n値に比べて低めに外れても 1R が適用できる範囲ならば，高い確度で目標n値に近
付けることができる．したがって，そのような事例の拡張類似度は大きくなるべきで
ある．また実績n値と目標n値の差である 3dn と 9dn の正負が異なった場合のルールは
存在しない．そのため，直線 93 nn  方向に目標n値から外れた場合の拡張類似度は
かなり小さくなるべきである． 
 
4.4.4 属性拡張の必要性 
 深い修正知識の例 4,3 RR を表 4.4 に示す．浅い修正知識に比べて確信度は大きいの
で，深い修正知識が存在する場合は可能なかぎりその利用を図りたい．したがって，
拡張類似度は深い修正知識の内容も反映する必要がある． 4,3 RR の概要は 4.4.3 項の
1R と類似するが，IF 条件節の記述はより厳密，定量的になっている．とくに，加熱温
度に対する条件が追加されている点に注目する必要がある．この 2種類のルールの IF
部分の違いは 1T に関する条件式のみである．いわば， 1T の値が異なれば，拡張類似
度に影響を与える確信度が異なることになる．その結果，拡張類似度は加熱温度 1T に
依存することになる．しかし，4.3 節で定義した事例の属性には 1T は存在しないので，
拡張類似度に 4,3 RR を反映できない． 
表 4.4 深い修正知識の例 
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 いくらかの深い修正知識の条件部には工程情報に関する記述が存在する．そのよう
なルールが追加されるごとに，過去事例の属性を増加させ，その工程情報を拡張類似
度決定に反映する機能が必要である．本例でも重要な点は， 3R や 4R が存在したから
こそ，事例の属性に 1T を加える必要が生じたことである．過去の設計・生産記録には
ほかにも多くの情報が付随している．それらの情報をすべて属性として事例を表現し，
計算機で処理することは実用上問題である．事例の特徴付け機能は，必要十分な情報
を事例に属性として付加することであるが，その機能も修正知識の内容に依存すると
いえる． 
 
4.5 本問題における自動調整の方法 
4.5.1 拡張類似度の定義 
 4.4.2 項で用いた例題に沿って説明を行う．まず，事例の特徴付けの変更が不必要な
場合を考える． 
 問題 S に対して基本類似度が k 以上となる領域を kS で表わす． kSC の場合，修
正知識の集合 Rj に関わらず，   0.1,2 SCSd とする．それ以外の場合， Rj の中か
らC に対して適用可能で，しかもルール適用後の予想特性値が kS 内に存在する可能
性のあるものを選択する．そして，それらルールの確信度の最大値を拡張類似度とす
る（図 4.7）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
図 4.7 拡張類似度の定義 
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 k の値によって拡張類似度は変化する．4.2 節で利用した例題の問題事例
  60,20onS に対し， 1k ，   2,1 RRRj  の場合の 39 nn  平面上の拡張類似度を，
図 4.8(a)に示す． 
 
4.5.2 過去事例の属性を追加する場合 
 変数 xV （=工程情報）に関する条件式を IF 条件部に含む修正知識が存在する場合を
考える．まず，工程情報の集合 xV を過去事例の属性に追加する．その属性値は工程
情報に存在する値をそのまま利用すればよい． 
 拡張類似度は 4.5.1 項の定義をそのまま利用する．その結果，拡張類似度はn値以外
の変数 xV にも影響される．つまり，   4,3,2,1 RRRRRj  の場合，Case 1：350[℃]
≦ 1T ≦420[℃]，Case 2：420[℃]＜ 1T ≦460[℃]，Case 3：それ以外，により 39 nn  平
面上の拡張類似度は異なることになる．Case 1 の 39 nn  平面上の S に対する拡張類似
度を図 4.8（b）に示す．市松模様の部分は図 4.8（a）の場合に比べて 3R が適用できるので
拡張類似度が 0.95 に増加している． 
 現在，本設計問題用のシステムでは，k を 0.95に固定して動作させている．この値
は，異なる k の値を用いて行った事例の選択結果を比較することでシステム構築者が
決定した． 
 
4.5.3 拡張類似度の効果 
 図 4.8 に示す拡張類似度にしたがって事例を選択すれば，4.4.2 項の例題に対して事
例 1C を選択することができる．現在のところ，拡張類似度によって選択した事例を用
いて推論を実行した場合は，基本類似度を用いた場合に比べて，確信度が高い修正知
識が必ず利用されている． 
 双方の類似度を用いた推論結果（=工程）の実工程への適用例は数例しかなく，有効
性の断定はできない．しかし，いずれの例でも，基本類似度を用いた場合よりも，拡
張類似度を用いて推論された工程による超電導線の特性の方が，目標特性との類似度
がより高くなっていることがわかった． 
 
4.6 考察 
4.6.1 事例間の類似度決定におけるファジィ理論の応用 
 事例間の類似度決定にファジィマッチングを利用した報告例は少ない．柴垣等 10）は
観光案内システムにおいて，既存ツアーの観光の時間，テーマ，費用などと，顧客の
それらに対する希望内容とをファジィマッチングさせ，ツアーの顧客に対する満足度
（=類似度）を求めている．そこでは，顧客の希望が問題事例であり，そのクリスプな
入力値をシステムが自動的にファジィ化し，既存ツアー（=過去事例）のクリスプな値
とマッチングさせている．本システムでは，ファジィ化を行うところに，作業者の経
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験知識を利用した点が異なる．不特定多数の顧客を対象にした観光案内システムと，
一定の環境において特定の生産物を設計する本問題の違いといえる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.8 拡張類似度の例 
 
 本システムでは事例の選択機能にファジィ理論を使用したが，事例の修正機能にも
適用できる．例えば，修正ルールにおいて，IF 条件部を“ 3dn の値が大きく， 9dn がほ
ぼ 0 に近ければ”といった形にし，選択された類似事例と条件部のマッチング度合い
に応じて THEN 実行部，予想特性値を変化させるという形式にすれば，現在複数に分
かれているルールを一つに統合できる．現在，修正知識は 30種類程度（深い修正知識
も含む）なので特に知識のメンテナンスに問題は生じていないが，ルール数が増加す
れば修正機能のファジィ化も有効であろう． 
 また，CBR にファジィ理論を適用した場合に最も有効活用可能と考えられる点は，
ファジィ理論におけるメンバシップ関数のチューニング理論の活用であろう．すなわ
ち，CBR の推論失敗に応じて事例の属性値や修正ルールの記述に利用されているメン
バシップ関数をチューニングするといった利用方法が考えられる．このように，ファ
ジィ理論と CBR を効果的に融合できる可能性は高いと言える． 
 
4.6.2 基本類似度と拡張類似度の意味 
 基本類似度は，超電導線を製品として見た場合の類似度といえるであろう．つまり，
製品 S とC の間の基本類似度の大きさは， S の代りにC を代用しても問題ない可能性
の高さを示している．これに対して拡張類似度は，C を S に変換できる確実性を示し
ている． 
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 基本類似度が 1.0ならばその事例の工程をそのまま利用すればよいが，0.5や 0.8
であれば工程の変更による特性の変換が必須となる．その変換が確実にできる事例が
CBR で利用すべき事例，すなわち本章で類似事例と呼んできたものであり，そうでな
い事例は CBR にとっては類似事例ではない．しかし，そのとき基本類似度の値の 0.5，
0.8といった値は意味を持たなくなる．つまり，工程を設計するという CBR の目的を
考えると，基本類似度はその値がかなり大きい場合を除いてあまり意味を持たず，拡
張類似度が CBR における本当の類似度であるといえる． 
 
4.6.3 拡張類似度の決定方法に関する諸問題 
 拡張類似度の値は k に大きく依存する．例えば，事例 1C は確信度 0.6の修正ルール
で基本類似度が 0.8の状態に変形可能であり，事例 2C は確信度 0.8の修正ルールで基
本類似度が 0.6の状態に変形可能であるとする．拡張類似度を用いれば，k ≦0.6の場
合 1C が，0.6＜ k ≦0.8の場合 2C が選択され，0.8＜k であれば双方不適切となる． 1C ，
2C いずれを利用すべきであるかという問題は，的中確率が低いが大きな利得が得られ
るくじと，的中確率は高いが，利得が小さなくじのいずれを選択するかという問題に
類似する．超電導線の設計問題では基本類似度（利得）をしきい値とし，それを達成
するルールの確信度（確率）の最大のものを拡張類似度とした．しかし，逆にルール
の確信度をしきい値とする方法や，より複雑な計算方法も考えられる．そして，その
選択は適用する問題の性質に依存する． 
 現在，本問題では k =0.95に固定して拡張類似度を決定している．異なるk の値によ
る拡張類似度を利用した事例の選択（および修正ルールの適用）を試験的に行い，そ
の結果をシステム構築者と現場作業者が検討してこの値を決定した．この結果は，本
問題では目標に近い結果が得られなければ（利得が大きくなければ）意味がないとい
う性質を示している．また， k の値は，各度合の設計方針にも依存するとも考えられ
る． k =0.95が適切となったのは，本問題において基本類似度の設定が高めであった
という解釈も可能である． 
 4.6.2 項では修正ルールのファジィ化について述べた．その場合の拡張類似度は，ル
ールの IF 条件部と事例の間の適合度Md（Matching degree）を考慮する必要がある．
その方法は適合度の解釈によって変化する．例えば，適合度がMd であり，ルールの
確信度がCF の場合の結論部の確からしさを Min CFMd, と考えれば，この値をCF
の代りに用いて拡張類似度を計算することになる． 
 いずれにせよ，拡張類似度の計算方法は適用する問題に依存するものである．過去
事例と推論適用結果（成功例，失敗例）が数多くあれば，自動的に計算方法をチュー
ニングする方法も考えられる．しかし，本問題では，事例数が少なかったので前述の
ように人間の判断により拡張類似度の計算方法を決定した．また，システム内にあい
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まいな要素（類似度，確信度，適合度）を多種類利用すると，そのチューニングは難
しくなるので今後の課題といえる． 
 
4.6.4 事例の修正機能と選択機能，特徴付け機能の関係について 
 一般に，事例を構成する属性，あるいは事例間の類似度は対象問題の目的や背景知
識に左右される．そして，事例修正知識も背景知識の一部といってもよいであろう．
したがって，事例の属性，事例間の類似度は事例修正知識と関係を持つはずである．
本システムでは，後者の追加に応じて前者を調整する機能が性能向上に不可欠であっ
た．しかし，ほかの CBR の応用報告例ではそのような機能の必要性は議論されていな
い．その理由を考察する． 
 
1) CBR システムの製作過程 
 一般に CBR システムを製作する場合，知識ベースシステム程明確ではないが，
実在の作業者（=エキスパート）を対象に選び，その問題解決プロセスをモデル化
する手法をとることが多い．すなわち，すべての知識を作業者が提供するので，
類似度の定義は無意識的に修正知識の内容を考慮済みなのではないだろうか．本
CBR システムの場合も，工程設計者の修正知識だけを利用している間は事例選択
の不適切さは目立たなかった．そして，深い修正知識の利用数が増加すると同時
に問題が生じ始めたという点もこの仮説を支持している． 
2) 類似度定義知識と深い修正知識の確実性の差 
 類似度と修正知識の提供源が異なっても，本システムのように後者が前者に支
配的に影響を及ぼすとは限らない．本システムでは，深い修正知識は基本類似度
よりも信頼性が明らかに高かったため，そのような関係となったわけである．逆
に，類似度の信頼性が高いため，修正知識を類似度に応じて調整すべき問題も考
えられる．実際には，双方の知識の信頼性の差がないため調整機能が構築できな
い問題が多いのではないだろうか． 
3) 事例修正手続きの簡略性 
 本システムの事例修正機能は，1種類のルールを 1度適用するだけという簡単な
構造になっている．したがって，問題事例 S に対して，基本類似度がk 以上にな
るような，事例C の変換可能性は容易に定義できる．もし，修正機能において複
数のルールが利用される場合にはその定義，あるいは計算方法は複雑になり実現
が難しいであろう． 
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4.7 4 章の結言 
 事例ベース推論を利用して Nb-Ti 超電導線製造工程設計システムを構築した．本開
発は，事例修正知識が追加されれば，過去事例を選択する機能が，それに応じて変化
する必要があるのではないかという問題意識から出発した． 
 本システムでは，まず，ファジィ理論を利用して基本類似度を定義し，基本類似度
と事例の修正知識にその値が依存する拡張類似度を定義した．基本類似度は製品とし
ての類似度であり，工程としての類似度は拡張類似度の方が適切であるので，事例の
選択は後者によって行われる．つまり，事例修正知識，特に確信度が高い修正知識が
増加すると，拡張類似度はそれに追随して変化する． 
 拡張類似度を導入前までは，CBR システムの性能は従来の工程設計者と同レベル程
度であったが，導入後には工程設計者を越える設計も可能になってきた．これは，追
加された修正知識を拡張類似度によって効果的に利用できるようになったためと考え
られる．つまり，問題についての知識が増加するという変動に適切に対応できるよう
になったためと言う事ができる． 
 今後の課題としては，事例の修正機能における推論がより複雑な多段の推論となる
場合においても，その追加，即ち問題の変動に対応できるような拡張類似度の定義や，
事例の修正を後向き推論で実施する場合の拡張類似度の定義方法が考えられる． 
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5 章 作業開始可能日が変動する計画問題の求解支援機能の研究 ---
原料船の配船計画問題を例題として--- 
 
5.1 5 章の緒言 
 本章では，作業開始可能日が変動する場合のスケジューリング問題の求解支援シス
テムの研究について述べる．通常のスケジューリング問題では，各作業の開始可能日
が事前に与えられ，その制約を遵守した上で実際の作業開始日等を決定し評価指標を
最適化する事を目的とする．しかし，作業の開始時刻，作業に要する時間が当初予定
に比べて変動する場合が多い実際の生産現場の問題では，そのような変動を考慮した
上で，解の決定に有用な情報を提供する意思決定支援システムが必要となる． 
 例題として，製鉄所の配船計画問題を用いる．鉄鋼業では物流コストが売上高の 4
～5％を占めており，過去から現在にいたるまでそのコスト削減は常に経営課題であり
そのため，最適化技術 1)の適用事例が多い 2)-12)．特に，我が国の一貫製鉄所は臨海部
に立地しているため，原料入荷と海外への製品出荷のほぼ 100％は船舶を利用 13) して
おり，物流問題における船舶の配船計画は重要な要素を占める． 
 本章の構成は以下の通りである．5.2 節では本章で取り扱う原料船の配船計画問題に
ついて述べる．この問題は，原料を手配する部署が担当する到着日決定問題と，原料
を陸揚げする部署が担当するバース（=桟橋）割り当て問題からなる．変動を考慮する
必要があるのは，前者の到着日決定問題である．しかし，到着日決定問題を解くには，
バース決定問題の高速な解法が必要となるので，その概要を 5.3 節に示す．そして，
5.4 節では到着日決定問題に発生する変動と課題を述べ，5.5 節ではその対応のために
構築した機能について示し，5.6 節を本章の結言とする． 
 
5.2 原料船の配船計画問題 
5.2.1 問題概要 
 我が国の鉄鋼製品の原料となる鉄鉱石，石炭，副原料（石灰，マンガン鉱石，等）
のほとんどは，船舶により輸入される．それらを積載した原料船は，製鉄所の規模に
もよるが，1年に 100隻単位で到着する．この到着日を決定する問題が到着日決定問
題となる．そして，原料船は製鉄所沖に到着した後，数箇所あるバースのいずれかに
接岸され荷揚げが行なわれる．利用予定のバースを他の船舶が占有中であれば沖で待
機し，利用可能になってから着岸する．その後，数日間バースを占有して原料を揚陸
した後，離岸，出航する．通常，製鉄所にはバースは複数あり，そのどのバースを用
いるかをバース割当問題（あるいはバース決定問題）と呼ぶ．図 5.１にその概要を示す． 
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5.2.2 評価指標 
 原料船運用の契約では，一般的に，製鉄所沖に到着してから離岸するまでの許容日
数が定められている．製鉄所の都合で，それを超過すると滞船料を支払う必要がある．
配船計画問題は，主に滞船料最小化を目的として解かれている．滞船料の定義を図 5.2
に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.1 原料入荷船のバーススケジュール問題 
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図 5.2 滞船料の定義 
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5.2.3 決定変数 
 滞船料最小化のために，計画担当者が調整できる要素は，以下の 2項目である． 
(a)到着日決定問題 
 通常，直近の約 2～3ヶ月分の原料船，約数十隻の到着日が既に決まっており，それ
に対して，新たに，到着する数隻～数十隻の到着日を決定する事になる．その中には，
到着日に選択の余地がない船舶も含まれており，実際に決定対象となるのは，数隻～
十数隻となる．また，一隻につき複数の候補日が存在し，その中から選択する事にな
る． 
 
(b)バース割当問題 
 通常製鉄所にはバースが複数個所存在し，また，バースによって荷揚げ能力が異な
るため，その選択が滞船料に影響を与える．当然ではあるが，同時に到着した船舶に
同一バースを割り付けると，長時間のバースあき待ちが発生して滞船料が発生する．
このように，バース選択の巧拙は滞船料増減に大きな影響を与える． 
 なお，到着日決定問題では，数隻の船舶を対象とするが，バース割当問題では，製
鉄所に未到着の船舶全てに対して，バースを割当て直してもよい．従って，到着日決
定問題で数隻の船舶の到着日が決定，追加された際には入港が予定されている船舶全
て（約 100隻）のバース割当予定を変更してよい． 
 
5.2.4 制約条件 
○到着日決定問題の制約条件 
(a)到着日候補からの選択 
 船舶の到着日は，与えられた幾つかの候補日（数種類～十数種類）からしか選択す
る事はできない． 
○バース割当問題の制約条件 
(b)バースへの同時割当不可制約 
 バースに割り付けられた船舶は，荷揚げのために一定時間バースを占有する．従っ
て，一つのバースに対し，同時間帯に異なる船舶を割当てる事はできない． 
(c)バース-船舶間のマッチング制約 
 特定バースでは，荷揚げできない船舶がある． 
 
5.2.5 配船計画問題の構造 
 本問題では，到着日決定問題を解き，製鉄所への船舶到着日を決定してから，バー
ス割当問題を解く事になる．しかし，ある船舶に対し到着日を候補として考えた場合
にその採否は，その到着日を仮定した場合のバース割当問題を解き，滞船料を予測し
た上で決定する必要がある．これは，到着日決定対象の船舶が複数の場合にも同様で
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あり，到着日の候補は飛躍的に増加する．それらに対して，全て滞船料を予測した上
で採否を決定するには，高速なバース割当問題の解法が必要となる．次節にその詳細
を示す． 
 
5.3 バース割当問題の最適化手法とその有効性 
5.3.1 バース割当問題の詳細 
 対象とする製鉄所には，船舶一隻あたり，割付可能なバースが 3 種類あるので，N
隻の船舶を割り付ける問題の場合，実行可能な解のパターン数は 3の N 乗であり，100
隻の船のバーススケジュールならば 3の 100乗，即ち 10の 50乗程度となる．図 5.3
にそのイメージを示す．このような問題に，単純な列挙法を適用すると，現状の計算
機能力では最適解導出が不可能であるのは当然として，熟練作業者が数十分かけて作
成する解のレベルさえ，実用時間内には導出できない．そのため，以下の手法の検討
を試みた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.3 単純列挙法を採用した場合の組合せの爆発 
 
5.3.2 バース割付けルールによる決定 
 今 N 隻のバーススケジュール問題を考える．また，配船計画から，N 隻の船舶を製
鉄所沖到着日の早い順に並べておき，その順に，バースを決定するものとする．熟練
作業者は，船舶の種類，積荷種類，その量，及びバースの稼動状況に応じて，バース
を決定するノウハウを持つ．このノウハウを抽出して，全てそれに基づいて各船舶の
バースを決定する方法を検討した．この手法であれば，N 隻の計画問題であれば“IF - 
THEN ”処理を N 回実施するだけなので，求解に必要な計算量は N に比例するので，
膨大な量にならず非常に高速に解を導出できる（図 5.4(a)）． 
しかし，本手法を適用したバーススケジュール問題では，熟練者が作成する解のレ
ベル（=滞船料）に及ぶ解は導出できなかった．これは，熟練者はノウハウに基づいて
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数隻のバースを決定した後に，滞船料が多ければ見直しをおこない，ノウハウとは異
なるバース決定を実施している．そのやり直し方が真のノウハウと言える．つまり，
どの程度の滞船料が発生していれば見直しをおこない，どのルールをどのように変更
するかが，計画問題における熟練者の真のノウハウといえる（図 5.4(b)）．そのような
ノウハウは，人間の思考パターンそのものであり，その抽出，及び，計算機上でのア
ルゴリズム化は困難である 14)． 
 
5.3.3 開発したアルゴリズム 
k 番目の船舶のバースを決定する場合，1 番目から k 番目の割り付け結果だけ評価
して，コスト（=滞船料）が最小のバースを選択すると良い解は得られない．その理由
は容易にわかるように，k+1 番目～N 番目の船で発生するコストが考慮されていない
ためである．しかし，k+1 番目～N 番目まで全ての船のバースを最適に決定した場合
のコストを求めるには，N－k 隻 のバース決定問題を解くことになり，図 5.3 で示し
たものと同様の組合せの爆発が発生する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.4 各種解法の概要 
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 従って，k 番目の船舶のバースを決定する際に，k+1 番目～N 番目の船で発生するコ
ストを簡易な計算で精度良く予測し，バース選択に利用できれば，高速で最適に近い
解を導出できることになる．その予測に前項で示したバース割付けルールを利用した．
k 番目の船舶のバースを決定する場合を考える．k 番目の 3通りのバース候補（E3，
E4，E5）を割り当てたそれぞれの場合に対して，残りの N-k 隻のバース決定問題をバ
ース割付ルールで決定し，そのとき発生する滞船料が最小となるバース候補を選択す
る．k+1 番目以下の船舶のバースを決定する場合も同様である（図 5.4(c)）．この手法
だと計算量は N2に比例するので，組合せ数の爆発は深刻なレベルにならない． 
 
5.3.4 適用結果 
 表 5.1 に約 100隻の船舶に対するバース決定問題に，各種手法を適用した結果を示
す．開発ロジックは C 言語で記述し，ルールによる決定は市販のスケジューリングツ
ールを利用した．そのため，計算時間が開発ロジックよりも長くかかってしまってい
る．また，比較のために熟練作業者の計画結果とも同時に比較した．これに示すよう
に，開発ロジックは，非常に高速に熟練作業者並みの解を導出することが分かった． 
 
表 5.1 各種手法の能力比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.4 発生する変動と課題 
5.4.1 発生する変動 
船舶運航は多くの要素に影響される．代表的なものは気象条件である．特に台風の
季節には，当該海域を通過する複数の船舶に遅れが発生する可能性が高くなる．また，
鉱山などで，設備トラブルや治安問題のために，出航が遅れる場合もある．このよう
に，一定の条件に適合する船舶に，前後数日の範囲で到着日の変動が発生する場合が
ある．なお，遅れが発生する船舶が，到着日決定対象の船舶となっている場合もある
が，本論では，到着日既定の船舶のみが対象となっていると限定して考える． 
 
※滞船料：熟練者ハンド設定による額で正規化
スケジューリング方法 計算時間 滞船料※
開発アルゴリズム 0.2秒 0.98
熟練者手作業 30分 1.00
ルール利用（ツール） 0.7秒 2.08
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5.4.2 課題 
数隻の船舶の到着日が変動すると，当然ながら最適なバース割当結果は変化し，そ
の場合に発生する滞船料も変化する．到着日の変動の組合せ数は，船舶到着日決定問
題と同様に 103～4程度となり，滞船料が増加する場合もあれば，減少する場合もある．
そのため，到着日の変動を考慮した上で，到着日決定問題を解く必要があるが，それ
は容易ではない．その負荷軽減を目的とし，次章に示す意思決定支援システムを構築
した． 
 
5.5 意思決定支援システムの概要 
5.5.1 多様な解候補の選択機能 
 考えられる全ての解候補の組合せを抽出し評価するには，多大な時間が必要となる．
評価の対象は，ある程度の滞船料のレベルが期待できる解候補に限定する必要がある．
また，変動影響を検証する場合，変動によって評価指標が悪化する候補ばかり（ある
いは，改善する候補ばかり）が対象であると，変動がない場合の評価指標だけで選択
する場合と結果が同じとなり，変動を考慮した評価の意味が小さくなる．予想される
変動に対し，悪化する可能性が高い候補，改善する傾向にある候補を取り混ぜて評価
する必要がある．そのためには，船舶到着日決定問題の解が多様な解候補を選択する
事が重要となる．その方法を以下に示す． 
 まず，解候補 cpと cqの‘距離’を式(5.1)に定義する．各船舶の到着日が近いと距離
は短くなる． 
 
 
                   (5.1) 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
図 5.5 多様な解候補の抽出アルゴリズム 
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 評価関数が悪い解への変動影響を評価しても意味がないので，まず，船舶到着日に
変動がない場合の問題を解き，評価関数が上位 100個程度の解候補を選択する．その
なかで，まず最適解を選択し，s1とする．次に残りの候補の中から s1からの距離が最
大のものを選択し，s2とする．s3は，s1と s2からの距離の最小が最大となる候補を選
択する．そして，その次に選択する s4は，s1～s3からの距離の最小が最大となる候補
である．このように，必要な数（10個程度）だけ解候補を選択する．理解を容易にす
るため，到着日が変動する可能性がある船舶が 2隻（i, j)の場合を例として選択結果を
図 5.5 に示す． 
  
5.5.2 変動の影響導出機能 
 到着日決定問題の解候補の比較方法を以下に述べる．解候補それぞれに対し，他の
船舶の到着日に変動が生じた場合の問題を作成する．その数は，数千通りに上るが，
それぞれに対して最適解を導出する．解候補が 10通りとすれば数万回最適化問題を
解く事になる．ここで高速化したアルゴリズムが有効となる．結果として数時間の計
算時間が必要となるが，到着日決定問題は数週間に一度程度の頻度で発生する問題で
あるので，実用的には許容可能といえる． 
 １候補に対して，導出した数千種類の最適解の評価関数の分布を比較し，到着日決
定問題の解とする．その活用例を図 5.6 に示す．変動がない場合の評価指標が同等で
ある解候補 A,B に対し，ある変動が発生した場合の評価指標の変化分布を示す．この
変動は候補 A よりも候補 Bの評価指標を改善する可能性が高い事が分かり，候補 B を
選択することになる．本例では分布を比較したが，変動後の評価指標の平均値，最悪
値，等を意思決定に利用できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.6 変動が発生した場合の評価関数の分布比較 
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5.6 5 章の結言 
 本章では，船舶の到着日が変動するスケジューリング問題，換言すれば，仕事の処
理開始可能日が変動するスケジューリング問題に対し，意思決定支援システムを構築
した．まず，到着決定日問題において図 5.5 に示したアルゴリズムで，変動の影響が
異なるように多様な解候補を約 10個抽出する．それぞれの解候補に対して，他の船舶
の到着日が変動した場合のバース割当問題を数千通り設定し，各問題の最適解を導出
する．その分布を見ることで，変動が発生した場合に適切な解を人間が判断するもの
である．本システムは，2005年から継続利用されており，配船計画業務の負荷軽減に
活用されている． 
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6 章 スケジューリング問題の評価関数変動への対応支援機能の研究 
---連続焼鈍設備投入順問題を例題として--- 
 
6.1 6 章の緒言 
 生産現場のスケジューリング問題に対し，数理計画法は合理的な問題解決手法であ
る．しかし，現実の多くの問題は，生産現場から要求される制約条件，評価関数をそ
のまま定式化すると，数理計画法を直接適用できる形にはならない．また，それら制
約条件，評価関数の一部は，生産現場の状況により変動する場合がある．例えば，通
常の生産スケジュールには高生産性が要求されるが，前後工程や製品置き場の状況，
供給される中間製品の量に応じて，敢えて低い生産性のスケジュールが求められる場
合もある．このようなスケジューリング問題に対しシステム構築をする場合には，数
理計画法だけでの記述が難しく，経験則や利用者の判断を適切に取り込み，変動部分
を吸収し，数理計画法が適用しやすい問題に変換する必要がある．本 6 章では，その
ようなシステム構築の方法論について議論する． 
 最初に経験知識をスケジューリング問題に活用する方法論について概括しておく．
1980年代以降，エキスパートシステム（以下 ES）に代表される経験知識の利用に重点
をおいたシステム構築論が用いられるようになってきた 1）．ES は議論の対象外となっ
ていた経験知識を重視し，知識の抽出，活用の方法論を提案した点に意義がある．そ
の方法論としては，熟練作業員（以下 HE : Human Expert）の問題解決プロセスを分類
し体系化することを柱とする一般化タスク理論 2），専門家モデル 3）等が存在する．ま
た，現実のスケジューリング問題は 2種類に分類できる．一つは実行可能解の導出を
目的とする問題であり，今一つは評価関数の最適化を追求する問題である．以後，前
者をタイプ 1，後者をタイプ 2と呼ぶ．既存のスケジューリング型 ES の多くはタイプ
1の問題に対して用いられており 4～6），14)，タイプ 2の問題に対する例 7）は少ない． 
 本章は，製鉄プロセスにおける生産設備である連続焼鈍設備（以下 CAL：Continuous 
Annealing Line）のスケジューリングシステム構築において得られた知見を基に，タイ
プ 2の問題に対する ES 構築時の課題と，その解決策としての最適化手法と経験知識の
融合方法を論じたものである．CAL のスケジューリング問題は，実行可能解の導出は
容易であるが解の最適化が課題となるタイプ 2の問題である．そのため，HE の問題解
決プロセスでは，“解候補生成→評価”で示される試行錯誤が重要な位置を占めている．
そして，その実現は，人間の優れたバックトラック機能に支えられておりシステム化
は難しい．従って，数理計画法の手法を利用する必要があるが，直接適用するには，
悪構造な問題であり，しかも，評価関数に変動が発生する．本章では，原問題の悪構
造な部分と変動が生じる部分をシステム利用者とのインタラクション，そして経験知
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識を用いて処理し，良構造で変動が無関係な問題に変換してから，最適化手法を用い
る手法を提示する．いわば，利用者と経験知識，そして最適化手法を融合した問題解
決方法について提案を行う．すなわち，既存の ES 構築論に見られる HE の問題解決プ
ロセスのモデル化，詳細化による経験知識の利用ではなく，最適化手法との関係を基
準として経験知識を分類し，その利用形態を決定するという経験知識の活用方法を示
し，その必要性，有効性を議論する． 
 本章の構成は以下のとおりである．まず 6.2 節で CAL のスケジューリング問題の概
要を述べ，6.3 節では HE の問題解決方法を示す．次に 6.4 節で HE の用いる経験知識と
最適化手法の関係を分析し，6.5 節でスケジューリングアルゴリズムの枠組みとその適
用結果を示す．最後に 6.6 節で提案方法の特徴を考察する． 
 
6.2 スケジューリング問題の概要 
6.2.1 CAL の概要 
 CAL8）は複数の冷延鋼板の熱処理を連続的に行う設備である（図 6.1）．上工程でコ
イル状に巻き取られた冷延鋼板（以下コイル）は CAL の入側ヤードに集積される．そ
して，処理順序が回ってきたコイルは入側の巻き戻しリールに装着される．そこから
巻き戻された鋼板はロールに導かれて炉内を通過し，熱処理が施され，最後に出側の
巻き取りリールによって再びコイル状に巻き取られる．なお，ライン通過中のコイル
の尾端と次に処理されるコイルの先端を入側の溶接機で接続することで連続的な通板
が実現され，CAL 出側の切断機で溶接箇所を切断する事によりコイルは個々の状態に
復元される． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.1 連続焼鈍設備（CAL）概要 
 
ペイオフリール
薄鋼板
溶接機
焼鈍炉
シャー
巻取機
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6.2.2 CAL 投入順問題の概要 
 製鉄プロセスの生産管理システムでは，通常 1日に 1回，ホストコンピュータから
CAL で処理すべきコイル約 100本の詳細情報が，投入指令として発行される．投入指
令および後述する他の情報から焼鈍順序をバッチ的に決定する問題を投入順問題と呼
ぶ．各鋼板はそのスペック（幅，厚み，鋼種等）に違いがあり，コイルの処理順は操
業効率等に影響を与える． 
 CAL 投入順問題の形式は，1機械スケジューリング問題である．しかし，この種の
問題で考慮される段取り換え時間等は問題ではなく，以下に述べる制約条件，評価基
準，ダミー材・プール材が問題の特徴である． 
 
6.2.2.1 制約条件とプール材, ダミー材 
 連続して焼鈍される 2 本のコイルは，設備上の限界により次の条件を満足する必要
がある． 
 
     iiiUBiiiiLB htwWwhtwW ,,,, 1 ≦≦      （6.1） 
 
ここに， 
  ihwt iii :,, 番目のコイルの厚み，幅，焼鈍温度 
  iWW UBLB :, 番目のコイルに接続可能なコイルの幅の下限，上限（これらは i 番目の 
コイルの幅，厚み，焼鈍温度の関数） 
 
である．厚み，焼鈍温度にも同形式の制約が存在する． 
 また，コイル ic と jc がこの順序で接続可能，すなわち制約条件を満足する場合を ic →
jc で表わし，接続不可能な場合を ic !→ jc で表わすと，投入指令が含むコイル集合C は
つぎの性質を満たす部分コイル集合 ,, 21 CC …, NC に分割可能となる場合がある． 
 
  CCI        （6.2a） 
  JI CC        （6.2b） 
  ic !→ jc ， jc !→ ic ， ,Ii Cc   Jj Cc     （6.2c） 
ただし， JI  である．図 6.2(a)にコイル集合が 3分割される例を示す． 
 このような場合，全コイルの連続処理は不可能であるが，それに対して 2種類の解
決方法が用意されている．一つは，ある部分コイル集合の焼鈍処理を翌日以降へ延期
する方法である．処理を延期されたコイルをプール材と呼ぶ．今一つは，ダミー材と
呼ばれる製品として出荷しない接続専用コイルを用い，部分コイル集合間を接続する
方法である．ダミー材は常時数種類用意されている．このように投入順問題とは，投
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入指令，累積プール材とダミー材の情報から実際の焼鈍順序を決定する問題である．
図 6.2(b)にそのフローを示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)コイルグループの分割（グループ間にはダミー材が必要） 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b)CAL のスケジューリング問題の入出力 
 
図 6.2 ダミー材の概念とスケジューリング問題の入出力 
 
 さらに，作成した投入順に含まれるコイル数 Aが少なすぎると，次に焼鈍するコイ
ルの無くなる可能性があり，そうなるとコイルの連続処理が中断される．そして操業
を再開する時に，最初のコイルを炉内に導く作業は時間と燃料を浪費するので，連続
処理の中断は避けなければならない．そのために，処理コイル数 Aは一定値K 以上と
なる必要がある．すなわち， 
 
  KA≧       （6.3） 
 
が成立しなければならない． 
 
本日の
投入指令
・投入延期された
プール材
・ダミーコイル
本日の投入順
・投入延期された
プール材
・ダミーコイル
スケジューリング
システム
前日のスケジュール
結果より
翌日へ
ノードはコイル、
アークはコイル間の
接続可能性を示す。
C1 C２ C3
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6.2.2.2 投入順の評価基準 
 F－1 品質への影響（幅アップ回数最少化） 
 幅が狭いコイルの次に幅が広いコイルを接続すると，品質に影響を与える可能性が
ある．したがって，一定値以上の幅アップとなる接続の回数は少ない程よい． 
 F－2 操業者の負荷（後処理変更回数最少化） 
 焼鈍後のコイルに施すべき処理（以下，後処理）はコイルによって異なり，その変
更は操業者の負担となる．したがって，後処理の変更回数は少ない程よい． 
 F－3 生産性（ダミー材最少化，速度変更回数最少化） 
 生産性の悪化要因は 2種類ある．一つはダミー材の数であり，投入順の良否を左右
する主要因である．もう一つは連続する 2コイル間での炉内通過速度の変化で，通過
速度が異なるコイルが連続する場合，接続点近辺では速度を低速側に合わせる必要が
ある．生産性はこれら 2要因の関数として記述できる． 
 
6.2.3 投入順問題の悪構造性 
 投入順問題は組合せ最適化問題であるので，その解決法として分枝限定法の利用が
考えられる 9）．分枝限定法の求解効率は下界値の計算方法等に影響される．とくに巡
回セールスマン問題 10）（以下 TSP）に対しては種々の研究が行われ 11），12），相当規模
の問題も扱うことができる．投入順問題は TSP に類似するが，(1)プール材，ダミー
材のため順列作成対象のコイル数が固定されない，(2)生産性の評価基準のためコイル
数と評価関数の関係が単調非減少にならない，といった点が異なる．いわば，巡回す
る都市数の下限しか決まっておらず，ある経路を辿ると距離数が減少する可能性を持
つ TSPと表現できる．そのため，TSPで有効な下界値計算アルゴリズムが利用できず，
求解効率が悪い．実際 7MIPS の CPU を持つ計算機が 1 時間で最適化できる投入順問題
の規模は，十数本程度であった． 
 
6.3 HE のスケジュール作成プロセス 
 1日分の投入順問題に対し，HE は 1～2時間で高レベルな解を導出している．そこで，
彼らの経験知識を利用するためにその作業プロセスを分析した． 
  
プロセス 1 評価基準の変更 
 投入順の評価に際し生産効率の正確な計算は行わず，F－3 で示した 2要因の最少化
を目標とする． 
プロセス 2 プール材の決定とダミー材の確認 
 式（6.2）で示したコイル集合 IC をプール材とするか否かを， IC の構成数，他のコイ
ル集合と接続可能とするのに必要なダミー材の有無等を考慮して判断する． 
プロセス 3 コイルの大グループへの分割 
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 プロセス 2 で当日の焼鈍処理を決定したコイルを数種類のグループ（以下大グルー
プ）に分割する． 
プロセス 4 幅アップ部分の作成 
 評価関数中の幅アップ回数の減少方法を考える．各大グループの先頭部分で式（6.1）
の限界に近い幅アップとなる接続を数回続ける（以下幅アップ部分）．そうすれば残り
部分（以下幅ダウン部分）は必然的に幅が減少傾向となり全体の幅アップ回数は減少
する． 
プロセス 5 小グループへの分割 
 各大グループの幅ダウン部分を更に数グループ（以下小グループ）に分割する． 
プロセス 6 小グループの順列作成 
 各小グループ内の順列作成を試行錯誤的に行う． 
プロセス 7 調整 
 プロセス 1～6 で全体の投入順が一応完成するが，改善が必要と判断した箇所に対し
投入順を修正する．また，途中の各プロセスの処理中にでも，レベルが低い解しか導
出できないと判断した場合は，それ以前のプロセスに戻る場合もある． 
 
6.4 経験知識と最適化手法 
6.4.1 経験知識システム化の問題点 
 前節において，プロセス 6，7 で示したように，HE は試行錯誤を前提に作業するので，
彼らの知識から矛盾・誤りを排除する事は難しい．HE 自身はそのような不完全な知識
のために解のレベルが低下すれば，適切なバックトラック（＝試行錯誤）により対応
する．しかし，彼らのバックトラックに匹敵する機能を推論システム上で実現するこ
とは，6.6.1 項で示すように難しい．HE のバックトラック方法も分析してみたが，ルー
ルの目的を考慮しているという知見が得られた程度で，システム化できるほど明確に
はできなかった．このため，HE の問題解決プロセスのすべてのシステム化は難しい．
換言すれば，既存の ES 構築論は試行錯誤を本質的に含むタイプ 2 の問題には適用困
難といえる． 
 したがって，本問題のために新たな経験知識の利用方針を考える必要がある．試行
錯誤的な探索を実現できるシステム化手法は，現在のところ最適化手法しかない．し
かし，その直接適用は 6.2 節で示したように困難であり，それを可能にする手段が必
要となる．この最適化手法の有効活用を実現する手段に経験知識の役割を限定するこ
と，および利用する経験知識も最適化手法との関係により分類した上でその可否，利
用形態を決定することによって，バックトラックの必要性を残す知識の利用を回避し
た求解システムが構築可能と考えた．以上の方針のもとに作成した求解アルゴリズム
の詳細を次節以下に示す． 
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6.4.2 投入順問題の悪構造性の改善 
 最適化手法の適用可否を決定する要素は，問題規模ではなく問題構造である場合が
多い．本節では HE の経験知識を利用すれば，投入順問題を TSP に構造改善できるこ
とを示す． 
 
6.4.2.1 評価基準の変更 
 プロセス 1 で示した HE の評価方法を利用すれば，評価関数は，以下のように連続す
る 2 コイルを変数とする関数の総和形で示すことができる． 
 
    1
1
1
, 


 ii
A
i
xxfxF      （6.4ａ） 
          1441331221111 ,,,,,   iiiiiiiiii xxfaxxfaxxfaxxfaxxf                                            
（6.4ｂ） 
ここに， 
 ix ：投入順における i番目のコイル． 
 ip ： i番目のコイルにおける後処理の内容． 
 1f ： ix から 1ix に接続した時h cm以上の幅アップとなる場合は 1．それ以外は 0． 
 
2f ： 1 ii pp ならば 1．それ以外は 0． 
 3f ： ix に 1ix を接続する時（6.1）式等の制約を満足するために必要なダミー材数． 
 4f ： ix に 1ix を接続する時通板速度が s mpm（定数）以上変化する場合 1．それ以外 0． 
 ia ：各項目に対する重み． 
である． 
 
6.4.2.2 プール材, ダミー材の処理 
 プロセス 2 で示したように，経験知識でプール材とダミー材を決定すれば，投入順問
題は以下の形になる． 
 
  xFMinP
Tx
      （6.5） 
ただし，許容解の集合T は， 
 T ：経験知識により選ばれたコイル集合Rのすべての要素を用いた順列の集合 
である． 
 
6.4.2.3 幅ダウン部分の定式化 
 コイル集合Rは経験知識によって J 種類の大グループに分割されているものとし，
各大グループに幅ダウン部分の投入順問題 )0( JjP j ≦≦ を考える．また， jP に含ま
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れるコイル数を jN とする． jP の最先端のコイルは該グループの幅アップ部の最後端
のコイル
j
c0 と，最後端は次の大グループの幅アップ部分の最先端のコイル
1j
Lc との
接続状態で良否が評価される．なお，最後の大グループの場合は平均的なコイルとの
接続状態で評価されるものとする．したがって，問題 jP の定義は以下のようになる． 
 
  xFMinP j
Tx
j
j
      （6.6） 
 
ただし，許容解の集合 jT は， 
 jT ：問題 jP の投入順対象コイル（含
j
c0 ，
1j
Lc ）をすべて一度ずつ用いて作成した
巡回路の集合であり，評価関数  xF j は， 
 
  xF j =  



1
0
1,
jN
i
ii
j xxf      （6.7） 
である．ここに， 
 02 xx jN        （6.8a） 
   0, 01  ccf jLj      （6.8b） 
       ,, 10 jLjjj cfcf     （6.8c） 
     ,, 00 jjj cfcf      （6.8d） 
    11 ,,   jLjLj cfcf      （6.8e） 
     ,, ff j      （6.8f） 
 
である．ただし，は，
j
c0 ，
1j
Lc 以外で問題
jP に含まれる任意のコイルを示す． 
 式（6.6）～（6.8）で定式化した問題は，関数 f j(ci, cj)でコイル間の距離を定義した TSP
とみなすことができる．その最短路における
j
c0 ～
1j
Lc 間の順列が幅ダウン部の最適
投入順となる． 
 
6.4.3 最適化手法の高速化 
6.4.3.1 経験的優越関係と経験的下界値 
 問題 jP は都市（コイル）が数十程度の TSP であり，分枝限定法で最適化可能であ
る．しかし，実用化を考えると求解速度は速いほど好ましい．限定操作への経験知識
の利用例を以下に示す． 
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 例えば，あるグループ内に同一スペックのコイル
BA cc , が存在したとする．HE はあ
る投入順候補 xを廃棄したならば，x内で BA cc , を入れ換えた投入順候補 xも無条件に
廃棄する．つまり評価関数から見て同一の投入順候補の検討を省くことで作業を効率
化する．この経験則は分枝限定法の優越関係を用いた限定操作に類似する．また，コ
イルグループG の投入順を作成中，部分集合  GG 1 の投入順を試作してそれがG の
最適投入順の一部分か判断する場合，HE は残りの   21212 , GGGGGG  の内容
も考慮して判断する．この評価手法は分枝限定法での下界値の考え方に類似する．す
なわち， 
 
 経験的下界値=“
1G で作成した投入順の評価値”+“ 2G を経験知識で評価した値” 
       （6.9） 
 
である． 
 以上に示した経験的優越関係や経験的下界値は理論的な背景を持つので，問題内容
への依存性が低く汎用性が高い知識と考えられる．これに対し，例えば, プロセス 6 に
は次のような知識がある． 
 IF  “鋼種 1V ，幅 1H mm，厚み 1T mm のコイル” 
 THEN  “次に接続するコイルは 
鋼種 1V または 2V ， 
かつ 幅が 11 hH  mm 以下， 
かつ 厚みは 11 tT  mm の範囲内とする”  
     （6.10） 
 
 この種の知識は，背景に根拠が乏しい経験に依存した知識である．問題内容によっ
ては適用が不適切となり，バックトラックが必要となる可能性は理論的背景がある知
識より高い．従って，式（6.10）で示される形の知識は用いない． 
 
6.4.3.2 近傍探索アルゴリズムの高速化 
 プロセス 7 での修正作業は近傍探索法で実現でき，ここでも経験知識による高速化が
可能である．すなわち，HE はランダムに入れ換え操作を行うのではなく，式（6.4b）に
おける f(xi,xi+1) の値が悪い箇所に対してその原因を除去する変更（=近傍発生）を行い，
効率的な改善を実現している．これらの近傍を限定する知識も妥当なものと判断し近
傍探索アルゴリズム中で利用した． 
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6.5 スケジューリングアルゴリズムの概要と有効性 
6.5.1 スケジューリングアルゴリズム 
 提案するスケジューリングアルゴリズムは 3モジュールに分類できる（図 6.3）．モ
ジュール 1 では投入順問題を複数の TSP に変換し，モジュール 2 では分枝限定法を用い
て各 TSP を解き，それらを結合して暫定的な解を作成する．モジュール 3 では暫定的
な解を近傍探索法で改善して最終的な解とする．以下に各モジュールの内容を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.3 開発したスケジューリングアルゴリズムの概要 
 
6.5.1.1 投入順問題の TSP への変換 
 図 6.4 にモジュール 1 での処理内容を示す．評価関数の重みを決定するサブモジュー
ル A は，必要な情報の自動採取が困難なので操業者による選択とした．サブモジュー
ル B，C，D はそれぞれプロセス 2，3，4 をルールベースシステムで実現している．
サブモジュール B のルール例を示す． 
 
 IF  “
I
I
DD
N
0
＜ L” 
 THEN “コイル集合 IC はプール材とする”  （6.11） 
ただし， 
 IN ： IC  
 0D ： IC を他のコイルグループと接続するのに最低必要なダミー材の本数 
スケジューリング
アルゴリズム全体
問題を数個の巡回セールス
マン問題に変換する
モジュール 1
個々の巡回セールスマン
問題を解く
モジュール2
近傍探索問題で解を調整する
モジュール3
問題
解
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ID ： IC 内部の接続に必要なダミー材の本数 
 L  ：定数 
 
 なお，この結果に基づき，操業者が評価関数の重みを修正して再度プール材を決定
しなおす事で，適切な投入順対象を選択する事が重要となっている． 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.4 モジュール１の構造 
 
6.5.1.2 分枝限定法による各 TSP の求解 
 モジュール 2 で用いた分枝限定アルゴリズムでの，分枝の発生方法，探索戦略，厳密
な下界値の計算方法は，久保ら 12）に準拠した．6.4.3 項で示した部分問題に対する限
定操作の適用順序を図 6.5 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.5 モジュール 2 の最適化アルゴリズムにおける枝刈方法 
モジュール1
目的関数の重みを
決定する
サブモジュールA
焼鈍延期する、
プール材を決定
サブモジュールB
残ったコイルを数
グループに分割
サブモジュールC
各グループの幅
アップ部分を決定
サブモジュールD
問題
数個のTSP問題
経験則に
基づく優越
テスト合格？
厳密な
下界値テスト
合格？
経験則に
基づく下界値
テスト合格?
TSPの部分問題
更なる分割を実施 最適性なし
Yes
Yes
Yes
No
No
No
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6.5.1.3 近傍探索法による解の改善 
 モジュール 3 のフローを図 6.6 に示す．サブモジュールの機能は以下のとおりである． 
（a） 問題箇所設定 
（6.4b）式の f(xi,xi+1) の値が大きい上位m箇所を選択する． 
（b） 改善方法候補作成 
 選択されたm箇所に対し“他コイルの挿入”“入れ替え”等のn種類の改善手法
をそれぞれo通り作成する． 
（c） 改善方法選定 
 改善方法候補を適用して作成された onm  通りの投入順（=近傍）の中から，
全体の評価関数値が良いもの上位 p 通りを選択する． 
（d） 終了判定 
 評価関数が一定の閾値以下になる，繰り返し回数が一定回数以上になる，のいず
れかが成立した場合に終了とする． 
 
 終了条件が満足されるまで(a)～(c)を繰り返す．ただし，2 巡目からは（c）で選択され
た p 種の投入順に対して（a），（b），（c）を実行する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.6 モジュール３における近傍探索アルゴリズム 
 
(d) 終了条件
に合致？
Yes
終了
開始
(a) 解における問題点抽出
(b) 変更候補を決定
(c) 最善な変更候補に移行
No
 72 
6.5.2 適用結果 
 提案手法の有効性，実用性を評価するため，実規模のデータを用い適用テストを行
った． 
 表 6.1 にテストに用いたデータを示す．鋼種は V1，V2，V3の 3 種類である． 
 表 6.2 にプール材化と大グループ分類を行った後の各グループの内容を示す．鋼種
V1中で極端に幅が広いコイル 3本がプール材に指定されている．また，V2と V3のコイ
ル数が少ないため合わせて 1グループとし，V1中の厚めのコイル 3本が V1内では接続
不可能なので V2，V3と同一グループとなっている． 
 表 6.3 に各々の大グループで幅アップ箇所，幅ダウン箇所の投入順を作成し，それ
らを接続して全体の投入順を構成した時点での評価関数の値を示す．ダミー材が合計
4 本必要となっている． 
 表 6.4 に近傍探索アルゴリズムを用いて改善を加えた投入順の評価関数値を示す．
ダミーコイル数が 1になっており，この値は HE が作成した投入順よりもよい値であ
った． 
 本アルゴリズムを 6.2 節で示した計算機で C 言語を用いて実現したところ，投入順
作成には約 8分を要した．他のケーススタディ結果からも，コイル数が 100本前後の
規模の問題に対して常時 8～10分程度の処理時間で実用レベルの解，すなわち HE の
作成したものとほぼ評価値が等しい解が得られた． 
 
表 6.1 テストデータの構成 
 
 
 
 
表 6.2 分割されたコイルグループの内容 
 
 
 
 
 
表 6.3 必要となるダミーコイル数（近傍探索前） 
 
 
 
 
 
コイルグループ名
グループ内の構成部分 幅増加部分 幅減少部分 幅増加部分 幅減少部分
必要なダミーコイル数 0 1 1 2
プール材数 5 59 4 20
GR1 GR2
                  コイル種類
グループ名
総計
GR1 64 0 0 64
GR2 3 13 8 24
プール材 3 0 0 3
1V 2V 3V
コイル種類 総計 幅 厚み
70 900～1,300mm 0.8～1.6mm
13 850～1,080mm 1.0～1.2mm
8 900～1,000mm 1.0～1.3mm
1V
2V
3V
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表 6.4 必要となるダミーコイル数,プール材数（近傍探索後） 
 
 
 
 
 
 
 
6.6 考察 
6.6.1 タイプ 2 の問題におけるヒューマンエキスパートの本質 
 試行錯誤を必須とするタイプ 2 の問題では，HE の経験知識が誤り，矛盾を含むこと
を免れない．そしてエキスパートの本質は，問題解決プロセスの表面に現れる知識で
はなく，適切なバックトラック機能の実現にある．これに対し，従来の ES 構築論は知
識さえあれば通常の推論システムでもエキスパート級の結論が得られるという立場に
立つ．その結果，知識獲得・洗練化に関する議論は多いが，バックトラック機能に関
しては，論理処理を拡張した仮説推論がある程度である．バックトラック機能の実現
には起動条件の定義が必要であり，診断型問題では推論結果間での矛盾発生が，タイ
プ 1の問題では制約条件違反発生がそれに相当し，いずれも論理処理の範疇で記述で
きる．これに対し，タイプ 2の問題は解の評価値が問題なので，バックトラックの起
動も数値処理を必要とする．また，バックトラックによってどの状態に戻るのかの決
定も難しい．したがって，タイプ 2の問題に対する仮説推論の適用，すなわち，推論
システム上での効率的なバックトラック機能の実現は困難となる．福村ら 13）は簡易な
バックトラック機能で HE の問題解決プロセスを模倣し，スケジューリング ES を構築
しているが，同時に不適切な知識が評価関数を悪化させる課題も指摘している．タイ
プ 2の問題に対する ES 適用の少なさはこの点が原因と考えられる． 
 これに対し，本章で用いた手法は経験知識と最適化手法の融合である．つまり，経
験知識の役割を最適化手法の有効活用を図る道具に限定し，必要な試行錯誤は分枝限
定法，近傍探索法で実現する．そして経験知識の利用基準を設けることで，不明確な
ルールの増加を阻み，ルール処理中のバックトラックの必要性を無視できる程度に抑
えた．次節にその利用基準を示す． 
 
6.6.2 最適化手法との関係による経験知識の分類 
 HE から抽出した知識は次の 2 種類に大別できる． 
 
  知識 A：原問題を最適化手法が利用可能な問題に変更する知識 
  知識 B：最適化手法を利用する場合に，それを高速化する知識 
コイルグループ名
グループ内の構成部分 幅増加部分 幅減少部分 幅増加部分 幅減少部分
必要なダミーコイル数 0 1 0 0
プール材数 7 54 5 22
GR1 GR2
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 知識 A は更に， 
 
  知識 A1：問題構造を改善する知識 
  知識 A2：問題規模を縮小する知識 
 
に分類できる．同一時間内で解ける TSP と投入順問題の規模の差を考えると，知識
A1の重要性がわかる．つまり，知識 A1とその利用によって有効適用できる最適化手
法との組み合わせを考察することがタイプ 2 の問題に対し ES を構築する要点となる．
逆に知識 A2を用いると，解の探索範囲を人間が解ける程度にまで過剰に限定するため，
最適解から大きく逸脱し，知識処理中にバックトラック機能を必要とする恐れが高く
なる． 
 また，実用面を考えると，知識 B も重要である．しかし，HE から抽出した段階では， 
 
  B1：普遍性が高い知識 
  B2：問題内容への依存性が高い知識 
 
が混在している．その分類基準は 6.4 節に示したように理論的背景の有無である．知
識 B2の利用は知識 A2の利用と同様の結果を招く恐れが高い． 
 このような知識の取捨選択の結果，本システムではモジュール 1 に数十個の知識 A1
を記述し，モジュール 2，3 で数種類の知識 B1を利用している．用いた A1は誤りを含
む可能性を残すが，その影響はモジュール 3 で修正できる程度であることを 5．のデー
タテストの結果が示している．また，もし知識の修正が必要となっても改造可能な知
識規模である．これに対し，求解プロセスをすべてルールで表現すると，200以上の
ルールを必要とし，なおかつ実用には遠いレベルであった．しかもルールの内容は HE
以外には意味不明な知識，相矛盾する知識等を含み，知識ベースの保守・拡張は困難
であった．つまり，本節で示した最適化手法との関係による知識の重要性，信頼性分
析は，知識ベースの保守性改善にも有効と言える． 
 なお安部ら 7）は，本章と同様にタイプ 2の問題に対して経験知識と最適化手法を用
いて求解を実現している．しかし，そこで用いられている経験知識は知識 A2に限られ
ている． 
 
6.7 6 章の結言 
 最適化手法と経験知識を融合することで連続焼鈍設備の実用的なスケジューリング
アルゴリズムを構築した．その結果得られた知見は以下のとおりである． 
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1) 最適化問題の求解に必須な試行錯誤機能を推論システム上に実現することは困難
であり，HE の経験知識だけでは実用レベルの求解システム構築が難しい．従って，
適切な最適化手法と経験知識の融合が必要となる． 
2) 経験知識の利用は，問題の変動への対応する機能と，最適化手法の有効活用を実
現する道具に極力限るべきである．また，経験知識は最適化手法との関係によっ
て分類し，その利用方法，取捨選択を決定する必要がある． 
3) 原問題の構造を改善する知識は重要である．また，理論的背景を欠く経験知識は，
解レベル維持のためにも知識の保守性のためにも多用すべきでない． 
4) 本手法で用いた最適化手法と知識の融合方法は CAL 投入順問題で有効性を示して
いる． 
 
 なお，本論文で提案した最適化手法と知識工学手法との融合による問題解決手法は，イ
ンテリジェンス機械に関する Saridis15）の考え方と通じるものである． 
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７章 操業アクション決定問題における変動対応方法の研究 ---溶鋼成
分調整問題を例題として--- 
7.1 7 章の緒言 
 鉄鋼業の生産現場においては，制御，設計，計画等の多くの生産管理業務がシステ
ム化されて成果を挙げてきた 1)．その中でも，最適化手法の応用は生産性向上，コス
トダウン等を目的として，様々な業務に用いられている 2)，3)．これらの問題は，基本
的には，式(7.1)で記述される．しかし，実際の生産現場で課題となる問題では，問題
に関係する生産プロセスに様々な変動が発生しており，式(7.1)を正確に同定できない
場合が多い．つまり，決定変数 x が制御できない，制約の範囲 S が計測できない，目
的関数 f が決定できない，等である．もちろん，時間やコスト（例えば，高性能な計
測・制御設備の導入）を費やせば，ある程度同定可能であるが，それでは，生産管理
問題の本来の目的である，生産性向上やコストダウンに反する結果となってしまう． 
 
                        (7.1) 
 
 文献(1)～(3)に示される過去のシステム化技術，最適化技術の応用例では，問題に影
響を与える生産プロセスの変動はなく，式(7.1)が導出できるという前提に立つ場合が
多い．また，曖昧さを扱うファジィ理論も，鉄鋼プロセスの諸問題にしばしば活用 4)
～6)されているが，いずれも，ファジィモデリング手法を利用する事で，実用上問題の
ない精度で，変動にも対応できるモデル化が実現できたという内容となっている． 
 しかし，生産管理業務の担当者は，上記のような生産プロセス問題の変動に対して，
その存在を認識はしているが，完全には同定できていない場合が多い．しかしそれで
も，何らかの方法を用いて，日々発生している問題に対応している．そのような，人
間が採用している，十分モデル化できていない状態で問題を解決するという方法論に
関する議論は少ない． 
 本章では，関係する生産プロセスに変動があるため，定式化が容易ではない最適化
問題に対する意思決定支援システムの構築方法について議論する．例題として，製鉄
業の製鋼工程における成分調整問題を用いる．この問題に対し，各種の数理モデル化
手法，具体的には，線形計画法，目標計画法，ファジィ目標計画法を用いて複数種類
のモデルを構築した．そして，それぞれのモデルにより導出できる解を，作業者の視
点から比較・評価する事により，作業者が採用している問題へのアプローチ方法を導
出し，それに基づき支援システムを構築した． 
 本章の構成は以下の通りである．まず，7.2 節では例題とする成分調整問題の制約条
件，目的関数等の概要を説明する．次に 7.3 節では，本問題を特徴づける，生産プロ
Minimize f(x)
subject to x ∈S⊆X
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セスの変動に関して述べる．次に 7.4 節では，本問題に対し構築した 4 種類の数理計
画モデルを示し，7.5 節では各モデルが導出する解を，業務担当者が評価することによ
り，どの手法が，業務担当者の問題解決アプローチに近いか検討する．そして，7.6 節
では業務を支援するシステムに求められる機能やその導出方法，更にはシステムの適
用結果や，類似手法との比較，提案手法の適用限界に関する考察をおこない，7.7 節を
結言とする． 
 
7.2 製鋼工程の成分調整業務の概要 
7.2.1 背景 
 近年，ユーザからの日本の鉄鋼業に対する品質要求は一段と厳しくなり，様々な機
械特性（張力，衝撃吸収力，溶接性，等）に対し，ユーザから高いレベルの要求が発
生してきている．これら特性を実現するための重要な作業が，鉄がまだ溶鋼の段階で
おこなわれる成分調整業務である．成分調整で失敗すると，圧延，焼鈍などの下工程
での挽回は難しく，目標とする機械特性は得られない． 
なお，成分調整は，製鋼工程の溶銑予備処理や転炉でも行われるが，そこで行われ
るのは，不純物として溶銑に高い割合で含まれる，硫黄，燐等の除去である．本論で
取り上げる成分調整業務は，機械特性を満足するために添加する，マンガン，クロム，
等の金属元素や，その他の元素の含有量を ppm単位で調整する業務であり，転炉と連
鋳の間にある 2次精練設備で実施される（図 7.1 参照）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.1 成分調整問題が対象とするプロセスの位置づけ 
予備処理・転炉 二次精錬 鋳造
高炉 圧延 熱処理
一貫製鉄所
原料
製鋼工程
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7.2.2 操作量と制約条件 
 成分調整問題では，炭素，珪素，マンガン，クロム等の 8種類の元素の溶鋼におけ
る含有率 xiを，設定された上限値 Ui，下限値 Liに納めることを目標とする．そしてそ
の操作のために複数の元素を含有する合金（SiMn, FeCr, 等 10種類）が投入される．
つまり，その投入重量 uj（j:1～m）が決定変数となる．なお，合金名は代表する成分
のみを示しており，SiMnの主成分は珪素とマンガンであるが，炭素，燐，ホウ素等も
含有しており，それらも考慮して投入量を決定する必要がある．他の元素を含まない，
純粋な材料（例えば，純マンガン，純クロム）を用いれば，成分調整計算は容易とな
るが，価格が高い，溶鋼に解けにくい，等の理由のため，このような複数元素を含む
合金が用いられる． 
成分調整開始前の元素 i の含有率を xi
0 で表せば，調整後の，元素 i の含有率 xiは式
(7.2)で示される．なお，厳密に言えば，含有率 xiの導出には，投入される合金の重量
の総和∑ujを，溶鋼重量 W に加えた値で除すべきである．しかし，溶鋼重量が数百ｔ
であるのに対し，投入量は数十～数百ｋｇと小さいため，線形性を維持するために W 
を用いて近似する． 
 
 
                       (7.2) 
  
   ：成分調整開始前の元素 i の含有率  
 W ：溶鋼の重量 
 Ｃij ：合金 j における元素 i の含有率 
 
更に，ある種の機械特性には，複数の元素の含有率の線形和が影響を与える事が知
られている．ここで取り上げる成分調整問題では，2 種類の線形和が調整の対象とな
っている．その線形和を，以下の式(7.3)のように便宜上 x9，x10で示す． 
 
        (7.3) 
 
 k=9，10 
  α ik：定数  
 
式(7.4)に示すように合金の投入量 ujには非負制約がある．また，各元素の含有率，
及び 2種類の線形和 xｉ(i=1,2,･･･，10)には，上下限制約条件により，式(7.5)を満足す
る必要がある．なお，含有率には目標とする値，Ti（Li≦Ti≦Ui ）もあり 7.4 節の定式
化において利用される． 
xi
0
xi = w
1
Σ
j=1
10
xi
0
+ Cij･uj
xk =Σ
i=1
8 
α i
k･xi
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   0 ≦ uj  j ＝1, 2,・・・, 10    (7.4) 
  Li ≦ xｉ，≦ Ui   i ＝1, 2,・・・, 10    (7.5)  
 
 7.4 節では，成分調整問題に対し複数種類のモデル化手法を提示するが，各モデル
の違いは目的関数にあり，上記，式(7.2)～(7.5)で示した決定変数と各元素の成分値の関
係，及び制約条件は変化しない． 
 
7.2.3 目的関数 
 成分調整業務の結果は，式(7.6)に示すように，各元素の含有率ベクトル x と，投入
した合金量 u の関数として記述される． 
 
            (7.6) 
     
 S：式(7.2)～(7.5)を満足する u の集合 
 
 なお，含有率 xi は x9，x10も含めて，ujの線形和で記述できるので f は ujの関数とし
て記述できる．しかし，7.4 節で示すモデルの違いを明確化するために式(7.6)を用いて
おく． 
 
7.3 成分調整問題の難しさの説明 
 成分調整問題は，本節で以下に述べる特徴を持つ．そしてそれらを全て解決する必要があ
るため，国内の鉄鋼メーカでは完全自動化の報告例はなく，熟練作業が担当する業務となっ
ている． 
 
7.3.1 直感的な理解 
 ここでは，以後の理解を容易にするため，成分調整の対象とする元素の数を 2種類
と限定し，成分調整問題を図式化，説明する． 
 x1軸が元素 1，x2軸が元素 2 の溶鋼中の含有率を示すとする．このとき，式(7.5)に示
した制約条件（i = 1,2,9,10） は図 7.2 のように表す事ができる． 
成分調整前の元素 1,2 の含有率を x0=(x1
0，x2
0
)とすれば，成分調整問題は，x0を斜線
の領域に移動させる，各合金の投入量ベクトル u=(u1, u2, ...,u10) を決定する問題であり，そ
の際，式(7.6)の目的関数を最適化することになる．図 7.2に示す対象元素が 2種類の場合で
も複雑な問題といえ，現実の問題に対応するには，熟練が必要とされている． 
 
 
 
Minimize f(x、u)    
u∈S
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図 7.2 対象元素が２種類の場合の成分調整問題 
 
7.3.2 本問題において発生する変動とその影響 
7.3.2.1 初期含有率のバラツキと測定誤差 
 成分調整が行われる 2次精錬工程の前に，溶鋼サンプルが採取され，各元素の初期成分
値が測定される．しかし，溶鋼が均一に攪拌されておらず，元素含有率にムラが存在する場
合がある．また，微量な含有量を測定するために，測定誤差を完全になくす事は難しい． 
 
7.3.2.2 投入合金の歩留り変動 
 式(7.2)で示したように，合金 j には元素 i が Cijの割合で含まれている．しかし，こ
れらが全て溶鋼中に溶け込むとは限らない．酸素をはじめ，溶鋼中に含まれている様々
な他の成分と結合することにより滓（ノロ）となり，溶鋼成分とならない場合がある．
また，逆に，既に滓の中に取り込まれていた元素が，二次精錬中に溶鋼中に還元され
る可能性もある．従って，同じ量の合金を投入しても，結果として得られる初期含有
率からの増加分は一定であるとは限らない． 
  図 7.3 に，合金投入後に元素の成分値の実績増分(y 軸)と，理論計算上の増分(ｘ軸)
の比較を示す．鋼種の上下限値の差は縦軸の目盛 3～4個分が多く，このような変動下
での成分調整業務の困難さがよく示されている．成分調整問題に対する正統アプロー
チは，このデータを分析し，対象溶鋼の温度，含有酸素量，他の元素含有率，等に応
じて分割し変動が発生しないモデルを作成することであるが容易ではない．また，日
本鉄鋼業において，実用的な精度でモデル化に成功した報告例はない． 
 
 
x1
制約条件を
満足する領域
U1L1
U2
L2
x9= U9
x9= L9
x10= L10 x10= U10
元素の初期
含有率計測値
x0=(x1
0，x20)
x2
x0
u
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図 7.3 理論計算値と実績値の比較例 
 
7.3.2.3 変動により発生する不確実さ  
 変動がないと仮定すれば，計測される初期含有率は x0で表される点であり，ある合
金投入量ベクトル u,により，成分調整作業後の含有率も一点である（図 7.4a）．しかし，
実際の含有率は計測された点の周辺である可能性を持ち，また，投入した合金が同じ
であってもその結果として得られる各元素の増分は確定できず，一定の幅を持つ．そ
のため，成分調整業務後の含有率は，一定の範囲内にあるとしか言えない（図 7.4.b)．
この不確実性にどのように対応するかが，成分調整業務を支援する際の最大の課題と
なる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.4 プロセスの変動により発生する不確かさ 
 
元素Xiの
計算上の増分
元素Xiの
実績の増分
x1
x2
x0=(x1
0，x20)
ua
ub
ud
uc
xa
xb
xc
xd
(a)計算上の各成分の含有率
x1
x2
(b) 実際に含有率が取りうる
範囲の広がり（イメージ）
ua
ub
uc
ud
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7.3.3 成分調整業務の実行環境 
 成分調整業務の実行方法として，少量の合金投入と成分測定を繰返し，徐々に目標
に近づけるという方法も考えられる．しかし，二次精錬プロセスは，成分調整以外に
も，温度管理，脱ガスなどの様々な処理を行う必要があり，しかも全体の処理時間は
数十分程度で終了する必要がある．従って，徐々に目標に近づけるというアプローチ
は，全体の処理時間を遅延させ，製鋼工程全体の生産性に，悪影響を与える．そのた
め，可能な限り少ない回数の合金投入により作業を完了する必要がある． 
 初期成分含有率の測定値の取り込みや，決定された合金の投入量の制御は，プロセ
スコンピュータにより実行される．従って，成分調整業務の求解・支援システムの構
築は，プロセスコンピュータ上での実装が望ましい．そのため，二次精錬で行われる，
他の様々な処理計算の遅延原因にならないように，成分調整業務のアルゴリズムは計
算量やメモリの負荷が軽いものとする必要がある．この条件も成分調整業務システム
化の難度を上げる要因となっている． 
 
7.4 成分調整問題のモデル化  
 成分調整業務の制約条件は 7.2 節で示した式(7.2)～(7.5)で表現される．これに対し，目的
関数としては，投入合金コストの最小化と，各元素の目標値の実現の 2種類が挙げられる．
それらを考慮し，以下に示す 4種類の最適化モデルを構築した． 
 なお，目的関数が uj に関して線形であるならば，式(7.2)～(7.6)で表される最適化問題
は線形計画問題 7)に帰着することができる．そうなれば，プロコン上でも高速に求解
可能となり，実用上有利となる．その実現のため，本節で示すモデルでは目的関数は
全て u に関して線形となるように留意している． 
  
7.4.1 モデル 1 合金コスト最小化 
 目的関数として以下の f1(u)を用いる． 
 
         (7.7) 
 
     
 
      cj ：合金ｊ の単位あたりのコスト 
 
 各元素の含有率は，制約条件を満たせば問題ないと見なし，操業コストである，投
入合金のコストの最小化を目的とするモデルである． 
 
Minimize f1(u)    
u∈S
f1(u) =Σ ｃj ･ ujj = 1
10
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7.4.2 モデル 2 目標値からの乖離の総和最小化 
 品質を重視する場合，目標値からの乖離をなるべく少なくする事が望ましい．新たな
決定変数 dj
+, dj
-を導入し，目的関数を以下の f2(x)とする．なお，本モデルは目標計
画法 8)の概念を利用したものである． 
 
           (7.8) 
 
 
      xi – di
+
 + di
- =Ti （i = 1, 2, ..., 10） 
        di
+
 , di
-  ≧ 0 
 di
+
，di
-
は，元素 iの成分値 xiの目標値 Ti からの乖離を示す．その総和の最小化を目的
とするモデルである． 
 
7.4.3 モデル 3 目標値からの最大乖離率最小化 
 品質を重視し，目標値からの乖離を重視する点ではモデル 2 と同様であるが，新たな
決定変数λを導入し，目的関数を以下の f3(x)とする．なお，本モデルは，ファジィ目
標計画法 9)の概念を利用するものである． 
  
 
         (7.9) 
    
 
      
 
                 ( i = 1, 2, ..., 10)  
      0≦λ≦1  
 
 λと元素の含有率 xi の関係を図 7.5 に示す．λの下限値は，含有率 xi が目標値 Ti
の時の値 0となる．そこから xi が乖離するとλの値は増加し，含有率が上限Ｕi，下
限 Liに達すると１となる．つまり，含有率に対する不満足度を表すと考えられる．こ
れが全ての元素 i に関して成立した上で，λの最小化を実現するように，含有率ベク
トル x を決定する．その結果，各含有率の上下限制約が遵守され，乖離率の最大値が
最小化されるモデルとなる． 
Minimize f2(x)    
u∈S
f3(x) =λ
λ ≧
xi - Ti
Ui - Ti
λ ≧
Ti - xi
Ti - Li
 Minimize f3(x)    
u∈S
f2(x) =Σ(di
++di
-)
i=1
10
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図 7.5 λ と xi の関係 
 
7.4.4 モデル 4 モデル１と３の混合 
 本モデルの目的関数は，式(7.7)と式(7.9)の目的関数の重み付き線形和である．αの
大小によって，コスト，品質のいずれを重視するかを調整することができる． 
  
      
        (7.10) 
   
     α：合金コストへの重み定数 
 
7.5 各モデルが導出する解の比較と評価 
7.5.1 評価方法 
(a)求解方法 
 パソコン上にシンプレックス法のアルゴリズム 10)を C言語で実装し，各最適化モデ
ルを用いて，成分調整問題を解いた． 
(b)対象とした成分調整問題 
 実際の操業において発生した，20ケースの成分調整問題を対象とした． 
(c)評価者 
 ある班の操業担当者全員で判断をおこなった． 
(d)判断方法 
 調整前の各元素の含有率計測値，制約条件の範囲，投入する各種合金の量，その結
果得られると予測される各元素の含有率計算値，そして合金コストを，操業担当者に
提示し，判断を依頼した．また，担当者の要求に応じて，鋼種や前後工程の操業状況
などの情報も提示した． 
Minimize{α ･f1(u) +f3(x)}
u∈S
xi
λ
Ti UiLi
1.0
λ とxiの取りうる範囲
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(e)判断内容 
 導出された解について，絶対評価と相対評価をおこなった．絶対評価では，各モデ
ルの解に対し三段階評価（適用不可，適用可能，優秀）をおこなった．優秀は修正な
しに採用できるレベルであり，適用可能は微調整が必要なレベル，適用不可は成分は
ずれを起こす可能性があるため実施してはいけないレベルである．また，相対評価で
は，１ケースにつき，もっとも操業担当者の結論に近い解を導出したモデルを選択し
た． 
 
7.5.2 評価結果 
7.5.2.1 モデル 1，2，3 の比較 
 まず，モデル 1～3 の比較結果を表 7.１に示す．表 7.１(a)の絶対評価で示す通り，モ
デル３は全ての問題に対して適用可能以上の評価を得たが，モデル２では 10％，モデ
ル１では 85％が適用不可の評価となった．これらの中では，モデル 3の目標値からの
最大乖離率最小化の方針が，操業担当者の問題対応方法に一番近いといえる． 
その理由であるが，モデル１は目的関数が元素の成分値 xiを含まないため，線形計
画問題の性質上，解が実行可能解領域の頂点となる．その結果，図 7.4(b)に示した含有
率の取りうる範囲の広がりを考慮すると，各元素含有率の上限，下限を超える恐れが
高い解となる．その点が，担当者の不満点であり，そのため，モデル 1 の解の多くが，
適用不可と判断されたと考えられる． 
 
表 7.１ モデル１～３の評価 
(a) 絶対評価 
 
 
 
 
 
 
(b) 相対評価 
 
 
 
  これに対し，モデル 2 では，目標値からの乖離の総和最小化という目的関数の性質
により，多くの問題に対し適用可能な解の導出ができたが，2種類の問題においては，
解が実行可能解領域の頂点となり適用不可の判定となった．これに対し，モデル 3 は
頂点となる解は発生しなかった． 
モデル１
(合金コス
ト最小化)
モデル２
(乖離の総
和最小化)
モデル３
(乖離度最大
値最小化)
優良 1 6 15
適用可能 2 12 5
適用不可 17 2 0
合計 20 20 20
モデル１ モデル2 モデル3 合計
評価1位 1 0 19 20
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図 7.6 モデル 2 とモデル 3 の違い 
 
図 7.6 に，その問題における，モデル 2，モデル 3 の解のイメージを示す．なお，本
議論と関係ない線形和指標 x9，x10の上限，下限の表示は省く．モデル２では目標値か
らの乖離の総和最小化を目指すため，解の候補として A，B の 2点があれば，B を選択
することになる．これに対してモデル 3 はＡを選択する．このように，モデル 2 はモ
デル 3に比べて，実行可能解領域の頂点やそれに近い点を解とする可能性が高く，‘適
用不可’が発生したと考えられる． 
 
7.5.2.2 λ の定義の調整 
 表７.1(b)の相対評価でも，モデル 3 が担当者に近いという，結果が現れている．しか
し，1例だけモデル 1 が 1位の評価をうけている．その問題において，モデル１，３それ
ぞれが導出した合金投入量に基づく，元素 p，q の投入後の含有率計算値を図 7.7 の点
C, D に示す．一見，モデル 3が導出した，点 D のほうが適切と見える．しかし，操業
者の知見によると，このケースで用いられていた鋼種では，二次精錬中に元素 q の含
有率が高い確度で上昇するため，元素 q は下限を狙うとのことであり，そのため，偶
然そのような点 Cを解としていたモデル１の解が評価されただけであり，考え方はモデ
ル３が採用されていると言える． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.7 モデル１の解が 1 位評価を受けたケース 
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このケースの他にも，鋼種やその他の条件が満足された場合に，ある元素の含有率
が，高い確度で，増加/減少するという知見がある事がわかってきた．モデル 3 の考え
で，それに対応し，図 7.7 の点 C に近い解を導出できるようにするには，当該条件が
揃った際には，元素 p の含有率 xpとλ の制約条件式を調整する必要がある．図 7.8 に
調整した関係を示す．xpが下限に近い値でもλは 0に近い値を採るため，そのような
解の導出が可能となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.8 元素 p の含有率が上昇する確度が高い場合に，用いるべきλ と xp の関係 
 
7.5.3 モデル 3 とモデル 4 の比較 
 モデル 4における重みαを変化させる事で，トレードオフの関係にある 2つの指標（品
質，コスト）のいずれを，どの程度優先するか調整できる．そのため，f1と f3のスケ
ールを合わせておく必要がある．λの最大値は 1であるので，まず，7.5.2 項で提示し
た f1(u)の最大値をＦとし，新たに式(７.11)で f1を定義しなおした． 
 
         (7.11) 
 
 そして，αの値を 0.1，１，10の 3段階に変化させて，それぞれを，モデル 4-1，4-2，
4-3 として解を求め，モデル 3 との評価，比較をおこなった．その結果を表 7.2 に示す． 
 
表 7.2 モデル 3,4 の評価 
(a)絶対評価 
 
 
 
 
 
f1(u)= Σ ｃj ･ ujj = 1
10
１
F
xp
λ
Tp UpLp
1.0
λ とxpの取りうる範囲
モデル３ モデル4-1 モデル4-2 モデル4-3
優良 15 10 3 1
適用可能 5 10 15 7
適用不可 0 0 2 12
合計 20 20 20 20
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(b)相対評価 
 
 
 
 結果として，絶対評価では合金コストを考慮する度合が高いモデルほど，担当者の評
価は低くなっている．これは，合金コストを最小化すると，実行可能解の境界に近づ
くためと考えられる． 
 また，相対評価において，モデル 4-3 で相対評価が最善となったケースは，7.5.2 項
で示した，モデル１が最善と判断されたケースと同じであり，モデル 4-3 が適切と判断
されたわけではなかった．また，モデル 4-1 が最善と判断された 6ケースでは，各元
素の含有率計算値ではモデル 3 と差がなく，迷った上で合金コストを比較し，モデル
4-１を選択したという場合が，全てであった． 
 
7.6 考察 
7.6.1 意思決定支援システムの機能の決定 
 7.5 節でおこなった，各モデルの比較結果からは，操業担当者の成分調整業務におけ
るステップを抽出した．なお，このステップ抽出結果は，抽出後に４班で実施されて
いる本業務の関係者全員に確認したものである． 
 
ステップ１ 含有率 x に対する不満足度λ の調整 
 鋼種条件，操業条件に応じて，ある元素の含有率が通常よりも，上昇/下降すること
を予測し，不満足度を示すλの下限式を，図 7.8 に示したように調整した上で次のステ
ップ 2 を実行する． 
 
ステップ２ 品質最優先で狙い成分値決定 
 各元素の含有率の上限，下限を外さないことが最優先であり，そのためには，許容範
囲内の中心，即ち，境界領域から離れた点を，目標とする点に決定する． 
 
ステップ３ 最小コスト実現方法の決定 
 目標点が決まれば，その条件下でコスト最小化を実現する投入合金の種類と量の組み
合わせを決定する． 
 
 図 7.9 に，構築した成分調整業務の意思決定支援システムの構成を示す．各ステップ
別にシステム化をおこない，そのステップごとに作業担当者の手動介入を可能とした
（例えば，目標値の手動設定等）．作業担当者も，自身の問題解決方法に合致している
ため，介入が容易となる．特に，これまで人間の担当者が，卓上計算機を利用して試
モデル３ モデル4-1 モデル4-2 モデル4-3 合計
相対評価1位 13 6 0 1 20
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行錯誤的に導出していた目標に比べ，最適解を導出できる本システムのステップ２の効
果は大きく，時節でその詳細を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.9 意思決定支援システムの構成 
 
 
7.6.2 提案手法の有効性 
 図 7.10 に本システムの導入効果を示す．システム導入後は，上下限値違反の頻度が
低下している事がわかる． 
 なお，上下限値違反が発生した中間製品は，製鋼工程終了時点での検査で抽出され，
次工程での圧延は中止され，廃却，再溶解，別の鋼種への転用といった対応がおこな
われ，顧客に出荷される事はない． 
 
 
ステップ1 含有率xの不満足度λの調整
操業条件に基づき、ノウハウに基づく、元
素ｉの含有率と不満足度λの修正
ステップ２ 品質最優先で狙い成分値決定
上記λに基づき、ファジィ目標計画法によ
る、各元素の含有率の目標設定
ステップ３ 最小コスト実現方法の決定
上記目標設定に基づき、線形計画法に
よる、コスト最小となる投入合金の種類と
量の決定
表示/
介入
作業
担当者
各種合金の投入量
初期含有率x0、操業条件
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図 7.10 本システムの導入効果 
 
7.6.3 業務支援システムの構築論 
 本開発の過程で，抽出できた対象プロセスの情報としては，前節ステップ１で示した，
鋼種条件や操業条件により発生する，特定の元素含有率の上昇/下降の定性的な傾向の
みである．7.3.2.節で示した，初期計測値のバラツキや合金の歩留まりなど，成分調整
問題が対象としている二次精錬プロセスにおいて発生する変動に関しては，手付かず
のままである．それでも，実用的なシステムが構築できた点に，本アプローチの新規
性があると考える． 
 もともと人間の熟練作業者が高いレベルで実行できている業務に対し支援システム
を構築する場合，高いレベルが維持できていた理由の明確化が必要と考える．成分調
整業務の場合，前節で示した３段階のステップであったといえる．特に，ステップ２が
重要であり，対象プロセスの変動を定量的に把握できなくても，領域の中心を狙えば
外れる可能性が低く，実用に耐えうる事が鍵であったといえる．そして，そのステッ
プの抽出には，ファジィ目標計画法をはじめ，複数のモデルを構築し，評価・検証を
した事が，有効であったと考える． 
 なお，図 7.9 で示した，人とシステムとの役割分担，ヒューマンインタフェース重視，シス
テム内でのモジュール化，といった特徴は，過去の文献 11)，12)にも類似例がある．本報告
で取り扱った問題と異なり，非常に大規模なスケジューリング問題に対する実用シス
テムとして提案されているが，完全なモデル化が容易でない問題に対するシステム化
アプローチとしては，先駆的提案といえる． 
 
7.6.4 ステップ 2，3 における類似手法との比較 
 図 7.9 に示したステップ 2，3 においては，ファジィ目標計画法，線形計画法（LP）を
利用して求解した（ファジィ目標計画法も LP の範囲で記述，求解できる）．このステ
ップに対しては，多目的最適化手法，遺伝的アルゴリズム，模擬焼鈍法などの適用も
0
1
2
3
4
5
6
システム導入後
月
相対化した上下限違反発生回数
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可能であり，同等かそれ以上の解の導出も可能と考える．しかし，それらを用いた場
合，実運用上，以下の課題発生が考えられる． 
理由 1. 計算負荷の高さ 
 7.3.2 項にも示したとおり，製造現場の制御に用いられるプロセスコンピュータでは，
本アルゴリズムの他にも，リアルタイムのレスポンスを要するプロセスが多数走って
いる．従って，可能な限り計算負荷が低いアルゴリズムが望ましい．本手法で用いた
LP が，一番計算負荷が軽く適切となる． 
 
理由 2.実用化後のメンテナンス性 
 各種最適化アルゴリズムには適切に設定しなければ，解のレベルに影響するパラメー
タ，等が存在する．多目的計画法の場合の個別目的関数への重みづけ，遺伝的アルゴ
リズムにおける交差，突然変異，淘汰の発生設定，模擬焼鈍法における初期解，温度
の減衰係数などである．例えば新たな元素を問題対象として追加するといった変化が
発生した場合，モデルを再構築してパラメータを見直す必要がある．製造メーカの場
合，計画アルゴリズムを考案した者（本件の場合は筆者等）が常にそのプロセスや工
場を継続担当することは稀で，通常，メンテナンス専門の担当者に引き継ぐ．そのた
め，変化が発生したときに，最適化アルゴリズムには不慣れな保守担当者がメンテナ
ンスすることとなる．LP の場合，調整すべきパラメータはなく，モデルは式(７.2)～(7.9)
に示されるように，物理現象と親和性が高いため，モデルの再構築は，LP の求解アル
ゴリズムは知らなくても容易である．しかし，多目的最適化手法，遺伝的アルゴリズ
ム，模擬焼鈍法などの場合，そのアルゴリズムを熟知していなければ，適切なモデル
再構築とパラメータ調整は困難となる． 
 
理由 3. 操業者の介入への反応性 
 図 7.8に示す不満足度λと各元素の成分値の関係を示すメンバシップ関数の調整によ
り，操業者は解に介入しており，また，その介入が適切な解導出の重要な要素となっ
ている．多目的計画法 においては，個別の目的関数の結合方法によっては，操業者の
介入変更が効かない場合が考えられる．また，遺伝的アルゴリズムなどの確率的遷移
を含むアルゴリズムの場合，操業者の介入が，解に反映されず，可能性としては，変
更と逆方向の変化が発生する恐れもある．そのような事が発生すると，システムに対
する不信感を招き，普及させる事が難しくなる． 
 LP の場合でも，介入が効かない場合は考えられるが，逆方向の変化はありえず，不
信感を招く事はない．そして求解速度が速いため，試行錯誤的に変化させる事により，
最終的には介入の意図通りの結果を導出できる可能性が高い． 
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 いずれの課題も，技術開発による対応が可能である．例えば，理由１には高速なア
ルゴリズム開発，理由２にはデータからのパラメータ自動調整機能，等が考えられる
が，それらの必要のない LP を活用するという結論となった． 
7.6.5 本アプローチの限界 
 筆者が，７.1 節で提起した問題は，『十分モデル化できていない状態で問題を解決す
るという方法論』であり，その一例題として，成分調整問題を用いて議論を進めてき
た．あくまでも一例題における検討結果であるが，本アプローチの適用可能限界を検
討する． 
 
7.6.5.1 変動の分布状態 
 図 7.3 から読み取れるように，十分モデル化ができていない事によって，発生する変
動が，左右対称の正規分布に近い分布をなしているといえる．これが，極が 2箇所に
ある分布や，全くのランダムな分布であると，本アプローチの基本である中心を狙う
という方法論は無効となる． 
 
7.6.5.2 メンバシップ関数を修正できる熟練作業者の存在 
 各種元素において，中心ではなく，上限，あるいは下限に近づけるべき場合がある．
7.3 節で触れたが，それは溶鋼温度，含有酸素量等に依存するほか，過去数日の傾向，
あるいは過去数チャージの傾向も考慮する必要がある．その実現は，ステップ１で実施
されており，その判断を的確に行ってくれる熟練操業者の役割は大きい．このような，
多様な要素を考慮して，定性的に判断するという業務は，人間が得意とする事である．
このような業務を抽出し，システムの担当外として切り分ける事も重要であるが，そ
れを担当できる熟練操業者の存在が，本アプローチ成功には不可欠であった． 
 
7.7 7 章の結言 
 本章では，関係する生産プロセスに変動があり，定式化が容易ではない最適化問題
に対する支援システムの構築方法について議論した．例題として用いた成分調整問題
に対し，各種の数理モデル化手法（線形計画法，目的計画法，ファジィ目的計画法等）
を用いて複数種類のモデルを構築し，それぞれのモデルにより導出できる解を，作業
者の視点から比較・評価する事により，作業者が採用している問題へのアプローチ方
法を明確化した．それを活用することにより，これまでシステム化が困難とされてき
た，成分調整問題の支援システムの構築が可能となった．構築された支援システムは，
類似プロセスへの横展開もおこないながら，現在も継続利用されている．また，7.6 節
では類似手法との比較や本手法の限界性を議論した． 
 素材産業には 2つの大きな流れがある．合併，連携などによる規模の拡大と，ユー
ザの品質要求の更なる厳格化である．前者は，生産計画作成，あるいはスケジューリ
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ング作成業務における対象プロセス，あるいは対象工場の規模拡大を要求する．後者
は，各種成分上下限値への管理，あるいは本稿では全く触れなかったが様々なプロセ
スにおける温度管理が厳密化してゆく．何れも，十分なモデル化ができないまま，対
応を迫られる可能性が高い．本稿で述べた，十分なモデル化できない状態での問題解
決方法へのニーズは高まると考える． 
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8 章 結論 
8.1 事例の総括 
2 章の図 2.5 で示したように，日本の金属素材産業の生産管理の諸問題は，相互に密
接に影響を与えている．そのため，いずれかの問題に変動が発生すると，周囲の問題
に変動を発生させ，また，それが更に二次的に周囲の問題の変動を引き起こす．その
ため，変動の発生が非常に頻繁となり，また，それに適切に対応することが，国際的
な競争力の淵源となっている．従って，情報システムをそれらの問題に適用する場合
においても，変動対応を支援する機能の開発が本質的な問題となる． 
3 章から 7 章で例として示したいずれの問題においても，システムだけで完全な解
を導出する事は容易ではない．そのため，構築したシステムでは，与えられたデータ
やノウハウをシステムが加工し，業務担当者に対し意思決定に有用な情報を提示し，
担当者の適切な判断を支援するという，支援型の機能を持つ事になった．以下に，そ
のまとめを示す． 
  
8.2 品質設計問題の変動対応に必要な機能 
 品質設計問題において最も重視される点は，ユーザの要求仕様を満足する製造条件
を導出する事である．ある解候補（＝製造条件）において，コスト，生産性等の評価
関数の値は良いが，要求仕様を満足するという確信度が低い場合には，それを採用す
ることはできない．それに代わり，コスト，生産性は良くないが，必ず要求仕様を満
足する製造仕様（＝解）の選択がおこなわれるべきである．しかし，製造実績や実験
実績のデータ蓄積や製造ノウハウの獲得が発生すれば，解候補が要求仕様を満足する
確信度を決定する評価関数がより正確に更新される事になる．その場合には，遅滞無
くそれを活用して，コスト低減，生産性向上を実現できる解候補を選ぶ必要がある．
即ち，データやノウハウの蓄積に応じて，評価関数を適切に調整する機能が必要とな
る． 
 3 章では，厚鋼板の品質設計問題に対し，日々採取される，製造実績と実験実績デ
ータを活用することにより，要求仕様を満足すると判断される解領域が自動的に，且
つ適切に拡大する機能を構築した．過去において決定された製造条件とその結果得ら
れた鋼板の機械特性をペアとしてデータベースに蓄積し，それら統計的に活用する事
で，更には，理論的背景を持つノウハウも活用する事により，広範囲な要求仕様に対
し，製造条件の適否推定に高い確率で成功するシステムを構築した． 
4 章では，超電導線の品質設計問題に事例ベース推論システムを適用した例を示し
た．事例ベース推論システムでは，類似事例の抽出後，属性値の違いに基づき事例を
修正する事で，新たな品質を実現する方法を導出するシステムである．本システムに
おいて，事例修正ルールが更新された場合には，類似事例の定義も自動的に変化する
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機能を開発した．特に，確信度が高い事例修正ルールが追加された場合，そのルール
を用いる事ができる過去事例を，適切な類似事例として選択できるように類似事例の
定義を変化させる．この機能により，高い確信度の下で事例の修正が可能となり，適
切な推論結果が得る可能性を高める事ができた． 
 
8.3 生産計画問題/スケジューリング問題の変動対応に必要な機能 
 生産計画問題，スケジューリング問題は，通常工程別に問題が設定される．対象と
する期間の長さや中間製品量の規模に違いはあるが，両問題共，当該工程に定められ
た品質と製造量を守りつつ，生産性向上，コスト最小化を目標とする．しかし現実に
は，2章の図 2.5に示すように，前後工程に発生する変動への対応が重要な課題となる．
例えば，前工程から供給される中間製品の量，到着予定時刻が変化する場合があり，
後工程の処理能力や中間製品用のヤードの許容量の変化のため，当該工程に望まれる
生産量が変化する場合もある． 
 5 章では，製鉄所における原料船／出荷船の配船計画立案を支援するシステムを議
論した．製鉄所のバース（荷揚げ設備，桟橋）の数には限りがあり，そこで船舶の渋
滞が発生すると，船会社に滞船料という名称のペナルティを支払う必要が発生する．
各船舶の手配日と着眼バースの選択により，滞船料を最小化する必要がある．この問
題の難度を高める要素は，船舶の製鉄所到着日が気象条件等に応じて変動する事であ
る．スケジューリング問題の用語で述べれば，作業開始可能時刻が変動する問題と言
える．そのような条件化で，コスト最小が期待できる配船計画の選択を支援する機能
を構築した．具体的には，複数の船舶の到着日と桟橋を決定する問題の場合，一定レ
ベル以上の解の候補を複数選択し，決定対象以外の船舶の到着日を変動させて，各解
候補の評価関数（＝滞船料）の変化の分布を提示する機能である．担当者の意思決定
を支援するシステムを構築した． 
 6 章では，連続焼鈍設備のコイル投入順決定問題のシステム化例を示した．通常の
スケューリング問題では，与えられたスケジュール対象全ての生産順序を決定する．
これに対し，対象とした投入順問題では，前後工程に発生している状況に応じて，除
外するコイル，あるいは，追加するコイルを決定し，スケジューリング対象とするコ
イル集合を最初に決める必要がある．また，この問題の特徴として，評価関数の最重
要要素に，ダミーコイル数最小化という項目がある点が挙げられる．焼鈍設備でコイ
ルを連続処理する際には，前後のコイル間に幅，厚み，焼鈍温度等からなる接続条件
があり，それを満足しない場合には製品としては出荷せず廃却品となる，ダミーと呼
ばれるコイルを，コイル間に装入する必要がある．ダミーコイルは材料コスト，熱コ
ストを悪化させる．このダミーコイルの必要数は，スケジューリング対象のコイル集
合に大きく依存するため，スケジューリング対象の決定が不適切であると，コストが
悪い解しか得られなくなる． 
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その解決のため，選択されたコイル集合に対し，短い計算時間で必要となるコイル
数を近似的に導出する機能を開発した．担当者がそれを活用することにより，適切な
スケジューリング対象のコイル集合の決定が可能となる．スケジューリング対象のコ
イル集合を決定した後，即ち，通常のスケジューリング問題に落とし込んだ後には，
各種の最適化アルゴリズムを利用して，評価関数を最適化する投入順を決定している． 
 
8.4 操業アクション決定問題の変動対応に必要な機能 
 操業アクション決定問題では，対象とする設備における制御量や測定値の精度が十
分でないため発生する変動への対応が求められる場合が多い．また，前工程での操業
アクションの影響への対応も必要となる場合もある． 
7 章で示した，溶鋼の成分調整問題はその典型的な例題である．制御対象となる溶
鋼内の各種元素の含有率の計測は容易ではなく，また，投入する合金に含まれる各元
素の成分比率，更にはそれらが溶鋼に溶け込む比率には曖昧さが残る．更には，前工
程である転炉での成分調整結果にも影響される場合がある．各種元素の成分調整の上
下限を外すと，再生産の必要が発生するため，当該工程スケジューリング問題，更に
は下工程のスケジューリング問題に影響が及ぶ．しかし，成分調整に時間をかけすぎ
て生産性を低下させると，生産計画問題にも影響が発生する．そのため，利用できる
情報の中で最善と考えられる解を，しかも高速に導出するシステムを，ファジィ目標
計画法を用いて構築した． 
 
8.5 まとめ 
8.5.1 変動への対応方法の分類 
 金属素材産業の生産管理問題を例題とし，最適化の枠組みが利用可能で，しかも変
動が発生する問題を解くシステム，あるいは，求解を支援するシステムについて研究
をおこなった．いずれの問題においても取り扱う評価関数に変動が発生するため，既
存のシステム化技術では全く利用されないか,早期に陳腐化し継続的に活用されるシ
ステムは構築できなかった．これに対し，実績データや知識を利用する事で変動を推
定する技術，変動の影響を確率的に予測する技術，あるいは影響を最小化する技術，
更には，利用者の判断を活用するインタフェース構築技術により，変動に対応できる
システムを構築することが可能となった．2 章で示した変動の分類図（図 2.7）と適用
した技術の関係を示したものを，図 8.1 に示す． 
 変動の発生要因が確定的な場合は，可能な限り，採取データやルールなどから変動
内容を推定した上で解を導出する必要がある．これに対し，変動が確率的に発生し，
予測が困難な場合には，変動の影響を最小化する解の導出が重要になる．また，変動
が評価関数の全体的に発生する場合には，利用者とシステムとが対話的に解を導出し
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ていく機能が重要となる．これに対し，変動が部分的にしか発生しない場合は，シス
テムが最適と想定する解を提示した上で，利用者に情報を提供する事が重要となる． 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.1 変動の分類とシステムに求められる機能 
 
8.5.2 変動対応が可能となる理由 
 変動対応の必要性がない通常の問題設定であっても，金属素材産業の生産管理問題
においてその評価関数 f(x)を決定する際には，工場全体の最適化という上位目標を考
慮して決定される．そして，定式化する場合には，実績データや操業ノウハウといっ
た下位の情報を活用して詳細化されていく(図 8.2)．つまり，生産管理問題において変
動対応を行うということは，評価関数を再構築することである．そのため，最上位概
念である工場全体の最適化という上位の目的に変化が無く，また多様なデータや操業
ノウハウが蓄積されているのであれば，理論的には再構築は可能である．逆に，図 8.2
に示すような関係がない問題に対しては，変動対応は困難と言える．一般的な最適化
問題において，本論文で述べたような変動対応所手法の有効性の検証に関しては，今
後の研究課題としたい． 
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図 8.2 生産管理問題における評価関数を規定する要素 
 
8.5.3 今後の課題 
 日本における金属素材産業がおかれる近未来の環境には，二種類の予測が可能であ
る．一つ目の予測は，今後とも，ユーザから発せられる高度な品質要求に応じる必要
がある事である．その結果，新たな製品投入がおこなわれるため，品質設計問題にお
ける変動の発生は継続していくであろう．いま一つの予測は，生産拠点の複数化,更に
は海外展開である．これまでも,日本国内で複数の生産拠点を持つ企業も多かったが,
それらは別の製品を受注し,相互の中間製品の行き来は無い,あるいは少ないという関
係であった．しかし,今後のグローバル化の時代には,世界中の生産拠点が個別に製造を
行うのではなく，国境を越えた複数の生産拠点間が一体となり,中間製品を融通し合っ
て生産することにより，コスト削減，納期短縮を実現し競争力を生み出す必要がある．
つまり，ある国の生産拠点の変動が，別国の生産拠点に影響を及ぼす可能性も発生し，
生産計画，スケジューリング業務における変動発生原因もより多様化していく． 
 つまり，品質設計問題の観点からも生産計画・スケジューリング問題の観点からも，対
応すべき変動は増加することになる．これらの環境の中で，生産管理問題をシステム化し
ていくには，本論文で述べた変動対応技術を更に発展させていく必要がある．幸い，計算
機，ネットワーク等の環境は強化され，また，安価に構築可能となっていく．それらを活
用する事で，より大規模な生産管理問題のシステム化，自動化に取り組んで行く必要があ
る． 
f(x)
工場全体最適化
関連する実績データ，ノウハウ
各生産管理問題
の評価関数
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